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第 1章 はじめに 
１．１ 研究の背景と目的 
終身雇用制度と年功制度を基盤とした日本の「伝統型人事管理」において、企業は、働
く時間、場所、仕事内容について制約のない（即ち長時間労働、転勤、異動を厭わない）
社員をコア人材として処遇、育成する一方、何らかの制約を有する社員を周辺人材として
異なる社員区分（一般職、パート等）で処遇することで、雇用量と労働コストを弾力的に
調整できないという「伝統型人事管理」のコストとリスクを軽減してきた。しかし、1980
年代以降、大卒割合の上昇や男女間格差の是正等の進展により、「伝統型人事管理」の適用
対象者が拡大したことで、企業の負う人事管理のコスト及びリスクが増大し、このことが
1990 年代以降における非正規社員の増大につながった（今野, 2012）。また、近年、女性の
社会進出の進展や、核家族化及び高齢化の進行による育児や介護ニーズの増加などに伴い、
働く時間、場所、仕事内容に制約を有する社員が増加し、制約のない社員は少数派になり
つつあり、労働市場の多様化のなかで、その傾向はますます強まりつつある（今野, 2012）。 
総務省の 2015 年「労働力調査」によれば、役員を除く雇用者に占める非正規の職員・従
業員の割合は 37.4％、実数は 1980 万人と継続的に増加傾向を示している（余合, 2016b）。
非正規社員の増大は、格差の観点から社会問題として注目を集め、パートタイム労働法
（2015 年改正）、労働者派遣法（2015 年改正）、労働契約法（2012 年改正）等の非正規社
員の処遇改善を目的とした各種法整備が進行した。なかでも労働契約法（2012 年改正）で
は、5 年を超えて有期労働契約を繰り返した場合、労働者の申し込みにより無期労働契約に
転換できることとなり、法施行後 5 年を経過した 2018 年 4 月以降、有期雇用から無期雇用
への転換が大規模に進行することが予想されている。 
そのような中、雇用が安定し処遇も高いが、働き方の拘束性が高い正社員と、雇用が不
安定で処遇が低く、能力開発の機会が少ない非正規社員の間を埋める中間的な働き方とし
て、限定正社員の普及に期待がかけられ、政府の経済成長戦略の柱の一つである雇用制度
改革のなかでも検討されている（高橋, 2013; 雇用政策研究会, 2010）。 
ここで限定正社員とは、期間の定めのない雇用契約に基づく社員（正社員）であって、
従来の正社員（無限定正社員）とは異なり、包括的な人事権に服することを前提としない
正社員と定義される。さまざまなタイプが存在しうるが、一般的には、①転居を伴う転勤
がない勤務地限定、②異なる職務への配置転換がない職務限定、③残業をしない（あるい
は所定労働時間が短い）労働時間限定の 3 タイプと、これらの組合せでタイプ分けされる
ことが多い（高橋, 2013; 西岡, 2017）。 
既にこの限定正社員制度を採用している企業も少なくなく、厚生労働省（2012）による
と、限定正社員（職務・勤務地・労働時間のいずれかに対して限定的な働き方をする正社
員）の雇用区分を導入している企業は 51.9％と過半数を超える（西岡, 2017）。 
日本企業の「伝統的人事管理」の変容を踏まえ、非正規社員については職場における割
合ないし実数の増加（量的基幹化）や、より高度な業務での活用（質的基幹化）といった
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基幹化が進む実態の把握や、基幹化が進行するなかで非正規社員と正社員との間の均衡処
遇のあり方を検討する研究が、2000 年代初め頃から蓄積されてきた（例えば、西本・今野, 
2003; 島貫, 2007; 奥西, 2008; 平野, 2010）。限定正社員についても、2010 年頃からその活
用・就業実態について、さまざまな視点から把握されてきている。しかしながら、非正規
社員を対象として研究が蓄積されているような基幹労働力化の度合いや人事管理施策が従
業員に与える影響を定量的に分析した研究は、限定正社員については未だ多くない。 
他方、上述のとおり、労働契約法 2012 年改正によって、今後短期間で有期雇用から無期
雇用への転換が大規模に進行することが予想されており、この際、限定正社員が無期雇用
への転換の受け皿となっていく可能性が高い。有期雇用から無期雇用への転換が進行して
いくと、次の段階では、限定正社員と無限定正社員の間の均衡処遇や転換制度のあり方が
大きな課題となることが予想される。 
以上の学術的・社会的な課題を踏まえ、それらへの貢献を念頭に、本研究では、限定正
社員を対象として、基幹労働力化の度合いと、雇用区分間の均衡に関わる人事管理施策が、
彼（女）らのワーク・モチベーションにどのような影響を与えるのかについて検討するこ
とを目的とする。検討にあたっては、非正規社員を対象としたこれまでの研究蓄積に基づ
き、雇用区分による処遇の違いが社員に与える影響を考えるうえで鍵概念となる組織的公
正の考えを取り入れた分析枠組みを用いる。 
 
１．２ 論文の構成 
以上の研究目的のもと、第２章において先行研究を検討する。まず多様な雇用区分と人
事管理に関する先行研究を概観し、非正規社員については、正社員との均衡処遇が満足度
を高めるものの、質的基幹化が進んだ状況下では、その影響は限定的となり、将来のキャ
リアパスを広げる転換制度を機能させることが重要であるという研究を紹介する。そのう
えで、限定正社員については、その限定区分や転換前の区分の違いなどによって「一枚岩
でない」ため、非正規社員を対象とした研究で得られた知見が限定正社員に対しても成り
立つのか、どのような違いがあるのか、について明らかにすることは重要な研究課題であ
ることを指摘する。また、雇用区分による処遇の違いが社員に与える影響を考えるうえで
鍵となる概念である組織的公正について概観し、ワーク・モチベーションの定義や測定方
法について確認する。 
第３章では、先行研究を踏まえて設定した分析モデル、仮説について説明する。第４章
では、導出された仮説を検証するために実施する質問票調査に関して、質問項目や測定尺
度、分析の方法を説明する。 
第５章では、質問票調査によって得られた回答データを基に、まず、量的基幹化の程度
（量的基幹度）、質的基幹化の程度（質的基幹度）、人事管理施策が比較対象（自身の処
遇を判断する際に誰と比較するか）に与える影響を確認し、その後、人事管理施策と比較
対象が、公正感を通じてワーク・モチベーションに与える影響を確認する。 
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第６章では、回答データの分析を通じて得られた結果について考察を加え、第７章にお
いて、本研究の理論的意義や実践的示唆、限界と今後の課題をまとめる。 
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第２章 先行研究 
２．１ 多様な雇用区分と人事管理に関する先行研究 
２．１．１ 非正規社員を対象とした研究 
 日本企業の「伝統的人事管理」の変容を背景として、2000 年代初め頃から、有期雇用で
ある非正規社員と無期雇用である正社員の区分に着目し、非正規社員の職場における割合
ないし実数の増加（量的基幹化）や、より高度な業務での活用（質的基幹化）といった非
正規社員の基幹化が進む実態の把握や、基幹化が進行するなかで非正規社員と正社員との
間の均衡処遇のあり方を検討する研究が蓄積されてきた。 
西本・今野（2003）は、非正規社員であるパートタイム労働者（以下「パート」）の均衡
処遇を評価する尺度を開発し、それをもって均衡処遇の現状を把握し、均衡処遇と経営パ
フォーマンスとの関係を分析した。その結果、パートの人事管理制度は、全体的には正社
員と異なる制度として設計されているが、均衡の程度が人事管理分野によって多様である
とともに、均衡処遇が企業の経営パフォーマンスに影響を与えていることを明らかにした。
さらに均衡処遇と経営パフォーマンスの間には重層的な関係があるとして、均衡処遇によ
って経営パフォーマンスを高めるためには、報酬関連分野の均衡から人材活用分野の均衡
を経て社員格付け制度の均衡を段階的に進めていく必要があることを指摘した。 
島貫（2007）は、パートの基幹化と賃金満足度について、組織内公正性の考え方を理論
的基礎として、①比較対象の選択と②比較対象に合わせた公正性施策という 2 点に注目し
た枠組みを用いて分析した。その結果、量的基幹化が進んでパートが組織内で占める割合
が大きくなると、パートは同じパートを比較対象に選ぶようになり、賃金の不満をより感
じにくくなるため、量的基幹化が賃金満足度に正の影響を与える一方、質的基幹化が進み
パートと正社員の仕事内容が類似してくると、パートは賃金の不満をより感じやすくなる
ため、質的基幹化が賃金満足度に負の影響を与えることを明らかにした。また、質的基幹
化が進んだ状況では、正社員との均等処遇（短期的な処遇を通じて公正性を確保する施策）
や転換制度（長期的な公正性を確保する施策）が賃金満足度を高めるものの、パートの勤
続年数（勤続年数の長いパートは転換可能性がないことを自覚している）や労働志向（そ
もそもハードな仕事はしたくない）により公正性の効果が異なることを示した。ただし、
余合（2014）は、島貫（2007）について、従業員の公正感を直接的に把握しているわけで
はなく、人事施策が公正感を通じて賃金満足度に影響を及ぼしたのかどうかが不明瞭であ
ると指摘している。 
奥西（2008）は、正社員・非正規社員間の賃金格差に対する非正規社員からみた納得度
の決定要因、正社員、非正規社員の仕事満足度の決定要因について統計分析を行うととも
に、正社員、非正規社員の能力発揮・伸長度を比較した。その結果、賃金格差納得度に関
して、非正規社員の多くが意識する賃金格差の比較対象は、正社員ではなく非正規社員で
あることを指摘した上で、賃金額や仕事内容そのものより、雇用形態間の区別意識、仕事
の区分、キャリア展望の方が重要であることを明らかにし、一時点の職務分析に基づいた
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賃金決定だけで賃金格差の納得度を高めることには限界があり、正社員への転換など適切
なキャリア展望や象徴としての平等主義など、より総合的な人事管理施策が重要であるこ
とを指摘した｡仕事満足度に関しては、年収額の賃金満足度への影響など一部を除いて、正
社員と非正規社員で満足度決定要因のパラメーター構造に基本的な違いはないこと、正社
員と非正規社員とで大きな差があるのは、能力発揮・伸長度であることを明らかにした｡ 
雇用形態間の関係性を人材ポートフォリオの観点からとらえた研究もある。平野（2010）
は、取引費用アプローチに基づき、労働市場を外部－中間－内部に分類したうえで、労働
者に要求される関係特殊投資（その企業特有の技能への投資）とタスク不確実性の二軸で
構成される座標上にこれらをプロットし、関係特殊投資とタスク不確実性がともに高い場
合には内部労働市場（正社員）、いずれも低い場合には外部労働市場（非正規社員）が活用
され、その中間に基幹化された非正規社員と限定正社員が位置付けられるという三層労働
市場を提案した。さらに、労働者に要求される関係特殊投資が高い場合には、非正規社員
への均衡処遇は労働意欲と組織からの拘束受容への効果を持たないことを明らかにし、正
社員への転換制度の整備が望まれるとした。 
非正規社員を類型化して、それぞれの分類で人事管理施策がモチベーションに与える影
響の違いを研究したものもある。小久保（2016）は、非正規従業員を、仕事内容（正社員
との違い）と雇用形態選択理由（自発的か非自発的か）で区分し、そのワーク・モチベー
ションを上げる要因について考察した。仕事内容に関し、正社員と違う仕事をしている群
では会社が非正規従業員に対して行う施策の数がワーク・モチベーションに影響を与える
一方、正社員と同じ仕事をしている群では事業の社会的意義及び意思決定への参加がワー
ク・モチベーションを上げる効果があった。雇用形態選択理由に関し、自発的な群でワー
ク・モチベーションが高かった。ワーク・モチベーションに正の影響を与える要因は両群
とも事業の社会的意義、意思決定への参加、有能感、職務複雑性、正社員志向であった。 
余合（2016b）は、非正規社員の働き方に関する知覚が分配的公正の知覚に与える影響に
ついて分析を行い、非正規社員が不確実性の高い業務を行う場合や、転居を伴う転勤のあ
る働き方を受け入れられる場合には、不公平感に繋がることを指摘した。 
以上の先行研究により、非正規社員については、正社員と仕事の内容に差がある状況下
では、正社員との均衡処遇が非正規社員の満足度を高め、企業の経営パフォーマンスに影
響を与えるものの、非正規社員の質的基幹化が進み、非正規社員と正社員の仕事の内容や
働き方が類似してくる状況下では、均衡処遇が非正規社員のモチベーションに与える影響
は限定的となり、将来のキャリアパスを広げる転換制度を機能させることが重要であるこ
とが示唆されている。また、非正規社員の勤続年数や労働志向、雇用形態選択理由によっ
て、公正性施策の効果が異なることも明らかとなっている。 
 
２．１．２ 限定正社員を対象とした研究 
 限定正社員に着目した研究は、限定正社員の導入推進を提言した雇用政策研究会の報告
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書（雇用政策研究会, 2010）が提出された 2010 年頃から増え始めてくる。西村（2011）は、
限定正社員と無限定正社員の間の転換可能性と彼らの満足度と区分意識に着目し、転換制
度を 4 つの概念を用いて尺度化し、各タイプに応じて満足度や区分意識に与える影響が異
なることを示した。また、転換制度のタイプに応じて社員区分を意識する対象が異なるこ
と、満足度を高めるためには転換先の情報や転換に際して複数の選考方法を用いながら転
換が実施されていることが望ましいことを示した。 
守島（2011）は、「多様な正社員」（限定正社員と無限定正社員）施策を取り入れている
企業の特徴を把握するとともに、「多様な正社員」施策が社員の意識に与える影響を分析し、
「多様な正社員」施策は、正社員の意識に対しては大きな影響を与えないが、非正規社員
の意識に対しては施策の内容によってプラスの影響を与える場合とマイナスの影響を与え
る場合とがあるとした。これについて、高橋（2013）は、企業の導入目的に応じて異なる
限定正社員区分が独立に存在する可能性が高いことを示し、「そもそも限定正社員区分が一
枚岩でないとするならば、守島（2011）において、『多様な正社員』施策が働く人の意識に
明確な影響を与えなかったことも理解しやすい。」と述べている。 
労働政策研究・研修機構（2013）は、限定正社員の人事管理の実態を明らかにすること
を目的としてアンケート調査と企業ヒアリングを行い、限定正社員区分のメリット、労働
政策上の機能、限定正社員区分導入の留意点等を検討した。このなかで、正社員を対象と
した限定正社員区分と非正規社員の登用を目的とした限定正社員区分は、企業の人材活用
上、異なる限定正社員区分として扱われており、それぞれが独立した存在であることを示
した。具体的に高橋（2013）は、限定正社員のタイプごとの人事管理上の課題に関する分
析を行い、職種限定正社員については勤続年数が短いこと、勤務地限定正社員については
賃金水準が低いなどの特徴を見出している。 
戸田（2015）は、限定正社員の実態を特に企業規模の差に注目しながら考察し、育児中
の女性が労働時間限定の正社員として（一時的な可能性もあるが）働いている傾向がある
こと、勤務地限定や労働時間限定では年収が低くなる一方、職域限定では個人の専門性が
評価されることにより年収が高くなる可能性があること、中小企業を中心に職域が限定さ
れていることにより満足度が高まることを明らかにした。 
 西岡（2017）は、無限定正社員、限定正社員、非正規社員の雇用区分と、それに対応し
た人事管理のあり方について総合的な検討を行っているが、そのなかで限定正社員に関し
て得られた主な知見は以下のとおりである。まず、限定正社員タイプ別の特徴として「勤
務地限定」、「仕事限定」、「仕事＋勤務地限定」は、フルタイム非正規社員の正社員転換先、
「時間限定」と「その他の限定」は無限定正社員の転換先として機能している。仕事レベ
ルの規定要因について、「勤務地限定」と「仕事＋勤務地限定」では、仕事内容（営業、事
務など）によって担当する仕事レベルに差が生じており、また、どの雇用区分からどの雇
用区分に転換するかによって転換後の仕事レベルが異なる可能性があることを指摘してい
る。限定正社員の人事管理の実態について、無限定正社員に最も近い人事管理が適用され
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ているのは、基本給については「時間限定」で、基本給以外の手当や人事評価、教育訓練
の分野では「勤務地限定」である。「仕事限定」は人事管理にばらつきがみられ、専門性の
高さゆえに無限定正社員以上に優遇されることも少なくない。また、「仕事限定」の場合に
は、無限定正社員と同じ人事管理を適用しなければ労働者の仕事に対する満足度が低下し、
組織パフォーマンスを低下させる恐れがある一方、「勤務地限定」の場合には、限定要件に
基づき賃金水準や手当に差を設けることが、無限定正社員の不満を低減させ、組織にとっ
て良い成果につながる可能性が示された。転換制度について、非正規社員の先行研究では、
その重要性が指摘されてきたが、限定正社員では、限定正社員のタイプおよび活用の程度
によって転換制度の効果に違いが見られ、「仕事＋勤務地限定」では、転換制度を積極的に
整備する企業ほど経営パフォーマンスに良い影響が現れるが、「仕事限定」では、転換制度
の整備が経営パフォーマンスを阻害する可能性が示された。 
以上の先行研究から限定正社員の活用・就業実態について、さまざまな視点から把握さ
れてきている。また、限定正社員については、限定区分（勤務地、仕事、時間及びその組
み合わせ）と、制度目的あるいは転換前の区分（非正規からの転換か、無限定からの転換
か）等によって、均衡処遇や転換制度の効果が異なることが明らかとなってきている。し
かしながら、非正規社員を対象として研究が蓄積されているような、基幹労働力化の度合
いや人事管理施策が従業員に与える影響を定量的に分析した研究は、限定正社員について
は未だ多くない。そのため非正規社員を対象とした研究で明らかにされてきたことが限定
正社員に対しても成り立つのか、どのような違いがあるのか、について明らかにすること
は重要な研究課題と言える。 
本研究では、島貫（2007）の分析枠組みを活用し、限定正社員の量的基幹化、質的基幹
化と人事管理施策（均衡処遇と転換制度）が、ワーク・モチベーションに与える影響を明
らかにする。先行研究で明らかなように、限定正社員は、その限定区分や転換前の区分の
違いなどによって「一枚岩でない」ため、どのような要素がどのような違いをもたらすの
かについても検討を行う。このことは、実務的にも、平野（2010）が提起した三層の労働
市場において、中間労働市場に位置するとされた「基幹化された非正規社員」と「限定正
社員」の活用や処遇を検討するにあたり、重要な示唆を与えるものと期待される。 
 
２．２ 組織的公正に関する研究 
雇用区分による処遇の違いが社員に与える影響を考えるうえで、鍵となるのは組織的公
正の考えである。日本において雇用区分の多様化が進行する中で、組織的公正に関する学
術研究が盛んになっている。平野（2013）は、日本企業の人事管理において、正社員に対
する成果主義処遇の適用と、非正規労働者の質的基幹化や正社員への転換という二つの大
きな変化が起きたことが、組織的公正性に影響を与え、この二つの実務的な人事の課題に
呼応して、日本でも組織的公正性に関する学術研究が盛んになったとしている。また、余
合（2016b）は、非正規が活躍する場と機会の拡大、すなわち非正規社員の量的・質的基幹
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化の進行によって、正社員と同じ職場で正社員とよく似た業務を行う機会が増え、以前は
正社員が行っていた高度な仕事をしているにもかかわらず賃金をはじめとした処遇は改善
しない、という処遇の公平公正に関する問題が生まれたと指摘する。 
組織的公正は、主に分配的公正（結果の公正）と手続き的公正（過程の公正）に分類さ
れるが、近年は加えて、相互作用的公正（結果に至るまでにどれだけ個人的な配慮や誠意
が示され、偏った対応をしていなかったかについての個々の知覚）や、道徳的公正（個人
の内的な道徳規範に基づき、経済的な自己利益への関心や、社会・関係的な欲求とは独立
し、道徳的な理由もしくは正義感から知覚される公正さ）も加える研究もある（余合, 2016a）。 
分配的公正について、代表的論者である Adams（1965）の衡平理論によれば、自分の貢
献度と報酬の比率を、比較対象となる他者と見比べて、自分が適正に処遇されているかを
考えることで人々の公正感が形成される（余合, 2016b）。衡平理論の基本的な思想は、①組
織への貢献と組織からの誘因（報酬）のバランスがとれているか、②そのバランスは他者
と比べてどうか、という 2 点である。このうち①については、組織に対する貢献に対して、
組織から得られる誘因が同等かそれ以上であるときに組織が成立するという組織均衡論に
おける組織成立要件の議論そのものである。また②については、社会的比較理論（Festinger, 
1954）によれば、特に直接的物理的な基準がない場合には、人は他人と見比べることで自
らを評価する。そしてその際には、自らに類似した他者と比較を行うという。Ambrose, 
Harland & Kulik（1991）が提示した比較対象のメカニズムも、人は自身と属性（例えば
年齢や性別）の近い人間や、接触頻度の高い人間を比較対象に置きやすいとしている（余
合, 2014）。 
しかし、分配的公正については、測定要素の多義性や衡平以外の公正原理の存在を軸と
した批判がなされてきた。測定要素の多義性とは、各自が知覚する「自分の貢献度」と「報
酬」とは何かという問題である。人によって、貢献度は残業時間であるかもしれないし、
転勤の受容、あるいは学歴などが貢献度に含まれる可能性もある。報酬についても、賃金
や昇進のみではなく同僚や顧客からの感謝や自己実現の知覚といったものも含まれうる。
こうしたものを全て踏まえて衡平か否かが判断されるため、現実に公平を測定することは
困難であるとの指摘がある（余合, 2016a）。公正原理とは、どのような分配状態を公正であ
ると捉えるかという問題である。この点では「衡平分配という分配ルールのみが公正さを
説明するものではない」との指摘がなされてきた。Deutsch（1975）は、公正な分配原理
について 11 の価値を示したうえで衡平原理に加えて、平等原理、必要性原理を重視した（余
合, 2016a）。平等分配原理は文字通り、人々を等しく取り扱うことも求めるものである。そ
もそも肉体的、精神的な能力の差や貧富の格差といったものは偶然に由来するものである
ため、その偶然性に基づき人々の取り扱い方が異なるのは公正ではないと考える（余合, 
2014）。必要性分配は、必要としているかどうかで財の分配を決める、という立場であり、
特に社会保障の仕組みにおいて想定されやすい。また、家族手当や住居手当といったよう
な手当制度は、こうした分配原理に基づいた処遇の仕組みであると考えられる（余合, 2014）。 
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手続き的公正は、①一貫性、②偏見の抑制、③情報の正確さ、④修正可能性、⑤代表性、
⑥倫理性の６つの手続きの構成要素群からなり、この基準が個人の手続き的公正判断を高
めることが確認されている。手続き的公正理論の意義は、分配結果が個人にとって納得い
くものであるかどうかとは別に、このような諸手続きを満たしていれば、ある程度個人の
公正感が満たされ得るという知見にある（余合, 2016a）。 
組織的公正の効果に関して、余合（2016b）は、公正性が認められない状況では人々は離
職する可能性を持つこと、また、個人の公正知覚が高まると、組織市民行動（OCB）や組
織コミットメント等といった行動・態度を媒介して、組織のパフォーマンスに貢献するこ
とを紹介している。ただし、余合（2014）は、先行研究において、ある人事施策が従業員
の不満を軽減したり、公正感を高めることが組織への愛着を高めるといった理論的、実証
的研究は見られるものの、人事施策が個人の公正感を高めて個人のパフォーマンスを高め
るという一連の因果プロセスを検討した研究はほとんど見られないと指摘する。 
また、余合（2016a）は、公正感について概念的な整理を行い、公正感とは「何らかの価
値基準に基づき、個人が知覚した公正さ」であり、公正が何であるかという規範的議論を
回避した曖昧さの残る概念であるとしたうえで、企業における公正のマネジメントに関し
「正義（公正）をマネジメントする」というよりは「公正感をマネジメントする」という
発想を提示する。すなわち、個人の有する特定の正義観（どの公正原理を重視するか）は
所与と捉えつつ、公正さがどの程度実現しているかに関する個人の知覚（公正感）につい
ては、マネジメント可能なものであるとする考え方である。 
余合（2014）は、「正規― 非正規間における処遇ポリシーや、正社員転換制度から見た
公正性の研究は存在するものの、そこでは人々の公正感を正確に把握できていないものが
多く、 特に人事管理における雇用管理の問題、 特に近年着目されている『多様な正社員』
制度についての検討はまだ研究途上にある」と指摘する。そのうえで、多様な正社員制度、
あるいは非正規社員の正社員転換制度という具体的な人事施策の他、衡平原理や必要性原
理に基づいた人事ポリシーと個人の公正感の関連性に関する仮説を導出し、上司行動、個
人の分配志向、組織の人事ポリシー、そして組織の具体的人事施策という、公正感の規定
因に関して、多面的に検討することで、公正感の決定メカニズムに関する包括的なフレー
ムワークを提示した。この研究では、公正感を規定する分配原理について、正社員では衡
平分配原理を、非正規社員では平等分配原理をそれぞれ重視している可能性を指摘した。
また、非正規社員の正社員への転換制度について、先行研究とは異なり、転換制度が導入
されているほど非正規社員の公正感が下がる傾向があるとの結果を得た。このことについ
て、転換制度の運用方法が実質的にハードルの高いものとなっている可能性や、転換制度
が非正規社員の処遇の比較対象の選択に影響し、非正規社員に正社員との比較という視点
が導入されたことによって公正感が低減した可能性を指摘した。同論文では、今後の研究
課題として、非正規社員にとっての比較対象者が誰であるかという社会的比較の視点を取
り入れる重要性に言及している。 
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本研究では、余合（2014）で示された課題を踏まえ、人事施策が個人の公正感を高め個
人のパフォーマンスを高めるという一連の因果プロセスを確認するモデルを設定し、また
社会的比較理論に基づき、公正感に影響を与えると考えられる比較対象者についても確認
を行う。 
 
２．３ ワーク・モチベーションに関する先行研究 
本研究では、働き方の多様化の観点で普及が期待されている限定正社員を対象として、
限定正社員の基幹労働力化と、関連する人事管理施策が、彼（女）らのワーク・モチベー
ションにどのような影響を与えるかを検討することを目的としている。ワーク・モチベー
ションに着目するのは、労働者の生産性を左右する心理的要因として、最も重要な概念の
一つであるためである。 
モチベーションは、やる気や意欲を表す用語として日常的に用いられ、一般になじみの
ある言葉であるが、1920年代から 1930年代にかけてメイヨーが行ったホーソン研究を機に
重要性が認識された（池田, 2017）。HRM と企業業績との関係に焦点を当てた戦略的人的
資源管理（SHRM）研究においては、近年、実証研究の進展に伴い、企業レベルの人的・
財務的指標に関するマクロレベルの研究から、従業員態度・行動の影響に関するミクロレ
ベルの研究に強い関心が寄せられつつあり、従業員の「モチベーション」が HRM と企業
業績間の重要な媒介メカニズムの 1 つとして考えられている（竹内, 2017）。SHRM の主
要な理論的枠組みの一つである AMO 理論では、HRM が、組織メンバーの「能力」（ability）、
「モチベーション」（motivation）、及び「機会」（opportunity）のそれぞれを維持・向上さ
せる仕組みとして機能した場合、組織の持続的競争優位が高められる点を主張している。
Jiang et al.（2012）では、膨大な既存研究の実証報告をもとにしたメタ分析により AMO 理
論に一致した仮説モデルを推定した結果、モデルとデータとの適合度が高く、また個別の
パスもおおよそ支持されていることが確認した（竹内, 2017）。 
ワーク・モチベーションの定義について、池田（2017）では「目標に向けて行動を方向
づけ、活性化し、そして維持する心理的プロセス」との Mitchell（1997）の定義を紹介し、
最近ではこの定義が定着しているとする。さらに、ワーク・モチベーションは、方向性（目
標をなぜ、どのように成し遂げるのかの明確性）、 強度（目標の実現に向けた努力や意識
の高さ）、 そして持続性（目標を追求・実現するために費やされる時間の長さや継続性） の
3 次元から構成されていることを紹介している。 
ワーク・モチベーションに関する理論は、研究の歴史が古く理論も多いことから様々な
分類がなされているが、池田（2017）では、課題遂行課程の 3 つの段階（着手、中途、結
果・完了）において、主要な理論がどのようにワーク・モチベーションに寄与しているか
を整理している。このなかで、本研究で扱う処遇とワーク・モチベーションの関係につい
ては結果・完了段階に位置付けられている。ここでは、Adams（1965）の衡平理論が紹介
され、他の従業員と比較して、ある課題に投じた貢献とそれによって得られた結果の比が
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同じであれば衡平であると認知し、その後も課題への貢献を維持するが、同僚と比較して
貢献と結果との比が不均衡であれば、緊張状態が生まれ、それを解消しようと動機づけら
れるとする。また、メタ分析を行った Colquitt et al.（2001）において、分配的公正と相互
作用的公正を含む手続き的公正が、職務満足度、パフォーマンス、離職と強い関連性を持
つことが示されていることを紹介している。 
また、竹内（2017）では、公平理論をモチベーションの主要な理論の 1 つであるとして、
公平性を担保する透明性の高い業績評価の施策の実施が、手続き的公正知覚を媒介し、結
果として情動的組織コミットメント及び組織市民行動を高めることが確認されていること
や、手続き的公正知覚が高いと組織・職務などに対する態度的・行動的結果が高まるとの
先行研究を紹介している。 
ワーク・モチベーションの測定方法について池田・森永（2014）は「職務モチベーショ
ンに関する経験的な感覚や理論的な定義と、実際の測定とでは大きな乖離があるように思
われる」と指摘し、池田・森永（2017）において、上述のワーク・モチベーションの標準
的な定義に基づき、ワーク・モチベーションを 3 次元（方向性、持続性、強度）で捉えた
尺度を開発し、その有効性を確認している。 
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第３章 仮説の設定 
３．１ 分析モデル 
前章のレビューを踏まえ、本研究では、限定正社員の基幹労働力化の度合いと、雇用区
分間の均衡に関わる人事管理施策が、彼（女）らのワーク・モチベーションにどのような
影響を与えるのかについて検討する。 
本研究で用いる分析モデルを、図 1 に示す。このモデルは、島貫（2007）の分析枠組み
を参考にしつつ、余合（2014）の指摘を踏まえて、人事施策が個人の公正感を高め個人の
パフォーマンスを高めるという一連の因果プロセスを確認するモデルとしたものである。
島貫（2007）では、パートを対象に、従属変数に賃金満足度を置き、独立変数として、パ
ートの量的基幹化（正社員に対するパートの割合）と質的基幹化（パートと正社員の仕事
内容の類似度）、またパートと正社員の間の公正性施策（パートから正社員への転換制度、
パートと正社員の均等処遇）を置いて分析を行った。本研究のモデルでは、分析対象を限
定正社員とし、島貫（2007）の採用した独立変数を活用しつつ、従属変数にはワーク・モ
チベーションを置いた。また、余合（2014）の指摘を取り入れ、島貫（2007）では直接確
認しなかった公正感と比較対象も確認することとした。 
 
図 1 本研究の分析モデル 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 本研究の分析モデルは研究 1 と研究 2 に大別される。研究 1 では、独立変数に限定正社
員の量的基幹度（X1）、限定正社員の質的基幹度（X2）、人事管理施策（X3）を置き、これ
らが限定正社員の比較対象（Y1）に与える影響を確認する。人事管理施策（X3）としては、
異なる雇用区分間の短期的な均衡処遇の度合いを示す均衡度と、長期的な均衡処遇の度合
Y3 ワーク 
モチベーション 
Y2 公正感 
X1 量的基幹度 
X2 質的基幹度 
X3 人事管理施策 
（均衡度、転換可能性） 
Y1 比較対象 
（無限定正社員/限定正社
員/有期雇用社員） 
研究 1 
研究 2 
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いを示す他の雇用区分への転換可能性を取り上げる。 
研究 2 では、比較対象（Y1）と人事管理施策（X3）が公正感（Y2）に与える影響、また
公正感（Y2）がワーク・モチベーション（Y3）に与える影響を確認する。 
なお、研究 2 において人事管理施策（X3）と比較対象（Y1）を公正感（Y2）の説明変数
としているが、研究 1 で人事管理施策（X3）は比較対象（Y1）の説明変数としているとお
り、人事管理施策（X3）と比較対象（Y1）との間には因果関係が想定される。このため、
多重共線性の影響を回避するために、研究 2 の分析では、人事管理施策（X3）と比較対象
（Y1）をそれぞれ分けて回帰式に投入する。 
研究 1 及び 2 に関し、影響を与えうる項目として、先行研究を参考に、雇用区分選択の
自発性（小久保, 2016）、入区分経路、職種（西岡, 2017）、勤続年数（島貫, 2007）等を確
認する。 
 
３．２ 仮説の設定 
前項に記した分析モデルに基づき、本研究では、以下の仮説を設定する。まず、量的基
幹度（X1）が比較対象（Y1）に与える影響について、Ambrose, Harland & Kulik（1991）
によれば、人は自身と属性（例えば年齢や性別）の近い人間や、接触頻度の高い人間を比
較対象に選びやすいため（余合, 2016a）、量的基幹化が進み、職場に限定正社員が増えれば
増えるほど接触頻度が高まるため限定正社員が比較対象となりやすくなることが予測され
る。島貫（2007）では、パートの量的基幹度が賃金満足度に正の影響を示すことが確認さ
れ、その解釈として、量的基幹化が進んで組織内のパートの割合が増加すれば、パートは
自分の賃金を同じパートと比較するようになると説明されている。ただし、比較対象につ
いて直接確認してはいない。また、限定正社員の比較対象について確認された研究はない。 
 
仮説１ 限定正社員の量的基幹度が高いと、限定正社員の比較対象は限定正社員となる。 
 
質的基幹度（X2）が比較対象（Y1）に与える影響については、質的基幹化が進み、無限
定正社員と同様の業務を行うようになると、無限定正社員との類似性が強まるため、無限
定正社員を比較対象とすることが予測される。島貫（2007）では、パートの質的基幹度が
賃金満足度に有意な負の影響を示すことを確認し、パートの質的基幹化が進んでパートと
正社員の仕事内容が類似してくると、パートは賃金水準の高い正社員を比較対象に選ぶよ
うになるとの説明をしているが、これも量的基幹化と同じく、比較対象について直接確認
してはいない。また、限定正社員の比較対象について確認された研究はない。 
 
仮説２ 限定正社員の質的基幹度が高いと、限定正社員の比較対象は無限定正社員となる。 
 
 なお、量的基幹度と質的基幹度がいずれも高い場合には双方の影響が打ち消し合う可能
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性があり、この点に留意して検討を行う。 
 
人事管理施策（X3）のうち、短期的な均衡処遇の度合いを示す均衡度が比較対象（Y1）
に与える影響については、限定正社員と無限定正社員の均衡度が高いと、無限定正社員と
の類似性が強まるため、比較対象として無限定正社員を選択する傾向が強まることが予測
される。先行研究では、均衡度が比較対象に与える影響について確認したものは確認でき
ていない。 
 
仮説３ 限定正社員と無限定正社員の均衡度が高いと、限定正社員の比較対象は無限定正
社員となる。 
 
人事管理施策（X3）のうち、長期的な均衡処遇の度合いを示す他の雇用区分への転換可
能性が比較対象（Y1）に与える影響については、限定正社員と無限定正社員の転換可能性
が高いと、無限定正社員になる可能性が高まるため、比較対象として無限定正社員を選択
する傾向が強まることが予測される。余合（2014）では、非正規社員の正社員への転換制
度について、制度が導入されているほど非正規社員の公正感が下がる傾向があるとの結果
を得て、転換制度が非正規社員の処遇の比較対象の選択に影響し、それまで自らと同じ非
正規社員を比較対象としていた非正規社員に、正社員との比較という視点が導入されたこ
とによって公正感が低減した可能性を指摘しているが、比較対象を直接確認していない。
なお、西村（2011）では転換制度のタイプに応じて比較対象が異なることを明らかにして
いる。 
 
仮説４ 限定正社員と無限定正社員の転換可能性が高いと、限定正社員の比較対象は無限
定正社員となる。 
 
比較対象（Y1）が公正感（Y2）に与える影響について、Adams（1965）の衡平理論より、
公正感は、自分の貢献度と報酬の比率を、比較対象となる他者と見比べて、自分が適正に
処遇されているかを考えることで形成される。限定正社員の報酬は、例えば転勤プレミア
ムと呼ばれる転勤の報酬加算部分により無限定社員の報酬よりも低く設定されることが一
般的であるため、限定正社員が無限定社員を比較対象とした場合には公正感が低くなると
予測される。但し、職務限定の場合は、専門的業務に就くことで無限定よりも報酬が高い
場合があることに留意が必要である。なお、組織的公正の観点からは、労働時間や勤務場
所をいとわない働き方をすればするほど、組織に対する貢献度が高いと考えられる（余合, 
2016b）。このため、限定区分があることによって自身の貢献度が周囲に比して低いと知覚
する場合には公正感が高まることも予想されるが、一般的に、自身の貢献度を高く見積も
る傾向があるため、総体としては、限定正社員が無限定社員を比較対象とした場合には公
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正感は低くなると予測する。 
 
仮説５ 限定正社員が無限定社員を比較対象とした場合、他の比較対象に比べて公正感が
低い。 
 
人事管理施策（X3）が公正感（Y2）に与える影響について、まず均衡度について検討す
る。衡平理論に基づき、他の従業員が限定正社員の貢献度と報酬の比率をどのように認識
するかを考えると、勤務地限定であれば転勤がないこと、勤務時間限定であれば労働時間
が短いこと、職務限定（専門性の高い職務に限定されている場合を除く）であれば限られ
た仕事のみしかしないことの分、限定正社員の貢献度は無限定正社員よりも低く認識され
ていると考えられる。他方、限定正社員と無限定正社員の均衡度が高いことは、限定正社
員と無限定正社員の報酬の差が少ないことを意味する。このため、均衡度が高まるほど、
限定正社員の貢献度と報酬の比率は高まり、自己の貢献度と報酬の比率を他者のそれと比
較して認識される公正感について、限定正社員では高まると考えられる。 
転換可能性については、限定正社員と無限定正社員の転換可能性が高くなればなるほど、
現状の雇用区分が自らの選択によるものである可能性が高まる。限定正社員であれ無限定
正社員であれ、各自はそれぞれが知覚する貢献度と報酬の比率を考慮して選択を行うと考
えられるため、転換可能性が高い場合には公正感が高まると考えられる。 
但し、仮説３及び仮説４において、均衡度・転換可能性が高いと、限定正社員の比較対
象は無限定正社員となると予測し、また仮説５において、限定正社員が無限定社員を比較
対象とした場合には、他の比較対象に比べて公正感が低くなると予測しており、この経路
では、仮説６及び仮説７と全く逆の結論となる。このため、上述のとおり、人事管理施策
（X3）と比較対象（Y1）をそれぞれ分けて回帰式に投入することで、それぞれの経路の因
果関係を確認する。 
 
仮説６ 限定正社員と無限定正社員の均衡度が高いと、限定正社員の公正感に正の影響を
与える。 
仮説７ 限定正社員と無限定正社員の転換可能性が高いと、限定正社員の公正感に正の影
響を与える。 
 
公正感（Y2）がワーク・モチベーション（Y3）に与える影響について、Colquitt et al.
（2001）において分配的公正と相互作用的公正を含む手続き的公正が、処遇の満足感、組
織コミットメント、上司への評価、職務業績と概ね正の関係を持つことが示されるなど、
先行研究によって、公正施策が従業員にポジティブな影響を与えることが指摘されており、
公正感が高まることでワーク・モチベーションが高まるという因果関係が想定される。た
だし、余合（2014）が指摘するように、公正感を直接測定し、人事施策が個人の公正感を
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高め個人のパフォーマンスを高めるという一連の因果プロセスを確認する研究はほとんど
見られず、また、公正感とワーク・モチベーションの測定指標を理論的に設定して、その
関係を確認した研究は確認できてないことから、この点を確認する。 
 
仮説８ 公正感が高いと、ワーク・モチベーションに正の影響を与える。 
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第４章 調査内容 
４．１ 調査方法と対象 
仮説を検証するため、Web 調査を通じデータを収集した。データ収集は、株式会社マー
シュ1に委託し、2018 年 9 月 21 日（金）～27 日（木）に実施した。調査対象は①事業所の
拠点が複数存在することにより転居を伴う転勤の可能性があること、②無限定正社員、限
定正社員、有期雇用の 3 区分の全タイプが揃っている職場に現在就業中の無限定正社員も
しくは限定正社員、③現在の会社における勤務年数 3年以上、④年齢 60歳未満の者とした。 
転居を伴う転勤の可能性がある者に限定したのは、勤務地限定有無の影響を把握するた
めである。勤務年数を 3 年以上としたのは、自社の人事管理施策に関する理解と職場内の
人員構成に関する理解を踏まえた意識を確認するためである。年齢を 60 歳未満としたのは
定年後の再雇用者は異なる意識を有する可能性が高いためである。 
サンプル数は 200 とし、うち限定正社員 150、無限定正社員 50 とした。これは、本研究
の主な関心が限定正社員の公正感及びワーク・モチベーションであり、無限定正社員は統
制群との位置づけであること、限定正社員は，勤務地限定、職務限定、勤務時間限定の 3
種に区分され、限定種別による影響も確認したいためである（なお、限定種別が複数の場
合もある）。また、限られたサンプル数に鑑み、本研究では対象としない有期雇用社員は除
外した。 
質問票の設問は、個人の基本属性 9 項目、自身の雇用に関する質問 7 項目、勤務する企
業の属性 4 項目、勤務する企業における量的・質的基幹度及び人事制度（均衡度と転換可
能性）に関する質問 6 項目、比較対象に関する質問 1 項目、公正感に関する質問 21 項目、
ワーク・モチベーションに関する質問 36 項目とした。具体的な質問項目は、先行研究等を
踏まえて設定した（付録参照）。 
 
４．２ 測定尺度 
本研究で分析を行う構成概念を測定するための質問項目は、以下に示すとおり作成した。
なお、従属変数及び独立変数の質問項目すべてについて、平均値±標準偏差が尺度の幅を
上回っていないか、下回っていないかを確認し、天井効果・床効果が発生していないこと
を確認した。 
 
（１）量的基幹度（X1） 
量的基幹度については、職場にいる従業員の割合を、「有期雇用社員」、「限定正社員」、
「無限定正社員」、「その他（派遣社員、請負社員など）」のそれぞれについてパーセン
テージで回答させた。対象サンプルは「有期雇用社員」、「限定正社員」、「無限定正社
員」の 3 区分が全て揃っている職場に勤務しているため、これらのいずれかを 0 と入力し
た場合や 4 区分の合計が 100 とならない場合にはエラーとなるよう調査票を設計した（有
期雇用、限定正社員、無限定正社員がいずれも存在することが前提であるため、それぞれ
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の回答の幅は 1～98％）。分析にあたっては限定正社員の量的基幹度と無限定正社員の量的
基幹度を投入した。 
 
（２）質的基幹度（X2） 
質的基幹度については、西岡（2017）を参考に、限定正社員が担当する仕事レベルが無
限定正社員と比較してどの程度かを「1.高い」から「5.低い」まで 5 段階で確認した（平
均値＝3.174，標準偏差＝0.948）。 
 
（３）人事管理施策（X3） 
①均衡度 
人事管理施策のうち、短期的な均衡処遇の度合いを示す均衡度については、西岡（2017）
を参考に、賃金、昇進スピード、教育機会の 3 項目について、限定正社員が無限定正社員
と比較してどの程度かを「1.高い」から「5.低い」まで 5 段階で確認し、平均値を変数と
した（平均値＝2.969，標準偏差＝0.864，クロンバックのα＝.829） 
②転換可能性 
長期的な均衡処遇の度合いを示す転換可能性については、西村（2011）を参考に、限定
正社員と無限定正社員の間の転換可能性について、「1.希望をすれば全員転換できる」「2.
選抜試験や面接に通過した者が転換でき、比較的容易に転換できる」「3.選抜試験や面接
に通過した者が転換できるが、転換は容易ではない」「4.例外的な措置でありほとんど転
換するものはいない」「5.限定正社員と無限定正社員の間を転換できるルートはない（ま
たは転換制度はない）」「6. その他」「7.わからない」の 7 つの選択肢により確認した。
このうち、「6. その他」（回答数 6）、「7.わからない」（回答数 35）を欠損値として分
析を進めた（平均値＝3.270，標準偏差＝1.330）。 
 
（４）比較対象（Y1） 
奥西（2008）を参考に、自分の処遇がよいか悪いかを判断する場合に念頭に置く比較対
象として最も強く想起したものを、「同じ会社の有期雇用社員」、「同じ会社の限定正社
員」、「同じ会社の無限定正社員」、「別会社の有期雇用社員」、「別会社の限定正社員」、
「別会社の無限定正社員」、「その他」、「比較しない」、の 8 つの選択肢により確認し
た。分析にあたっては会社の違いを区分せずに、「有期雇用社員」、「限定正社員」、「無
限定正社員」、「比較しない」の 4 つに分け、それぞれについてダミー変数とした（その
他を選択した回答者はいなかった）。 
 
（５）公正感（Y2） 
分配的公正については余合（2016b）の測定尺度を用いた。当該尺度は、報酬の分配ルー
ルとして衡平原理、平等原理、必要性原理のそれぞれを測定する質問項目が各 3項目、計 9
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項目で構成されている。また、手続き的公正及び相互作用的公正については余合・平野（2017）
の測定尺度を用いた。それぞれ質問項目が 6項目で構成されている。質問への回答は、5 段
階リッカートスケールによって求めた。「1.そう思わない」を 1 点、「2.あまりそう思わな
い」を 2 点、「3.どちらともいえない」を 3 点、「4.ややそう思う」を 4 点、「5.そう思う」
を 5 点とした。 
公正感に関する質問 21項目について、最尤法、プロマックス回転、固有値 1.000以上の
条件で因子分析を行った。分配的公正、手続き的公正、相互作用的公正の 3 因子が抽出さ
れると予想したが、結果は予想と異なり、3因子が抽出されたものの、分配的公正に関する
質問項目（Q5-1～Q5-3, Q6-1～Q6-6）と、手続き的公正に関する質問項目の一部（Q7-1, Q7-5, 
Q7-6）を合わせて 1因子が抽出され、手続き的公正に関する質問項目の一部（Q7-2,〜Q7-4）
が別の 1 因子として抽出された。相互作用的公正に関する質問項目（Q8-1～Q8-6）は、予
想どおり 1因子として抽出された。全分散を説明する累積寄与率は 68.2％であった。 
改めて質問項目を見直すと、手続き的公正の質問項目のうち、分配的公正の質問項目と
合わせて第 1 因子として抽出された 3 項目（「Q7-1．処遇（評価・配置・給与等）の決定
方法は、きちんと公開されている」、「Q7-5．処遇の決定は、現場の従業員の声を十分に
反映したものになっている」、「Q7-6．処遇は十分にチェックされたうえで決定されてい
る」）と、第 3 因子として抽出された 3 項目（「Q7-2．処遇の決定に不満があっても、そ
れを口に出しにくい雰囲気がある（逆）」、「Q7-3．処遇の仕組みは、特定の従業員をひ
いきしたものである（逆）」、「Q7-4．処遇の決定ルールは変更されることが多く、一貫
性がない（逆）」は、いずれも処遇の決め方に関する質問であるが、前者は処遇の決定に
関する制度についての比較的客観的な情報に関することであり、後者は処遇の決定におけ
る運用についての主観的な認識に関することである。分配的公正が「結果の公正」に関す
る認知であり、手続き的公正が「過程の公正」に関する認知であることを踏まえれば、前
者の制度情報を自らの処遇結果の認知と不可分なものとして分配的公正に組み込み、後者
の運用についての認知を手続き的公正として扱うことは妥当なことと考えられる。このた
め、本研究においては、この因子分析の結果に従い、第 1 因子を「分配的公正」（平均値
＝2.899，標準偏差＝0.811，クロンバックのα＝.940）、第 2 因子を相互作用的公正（平
均値＝3.180，標準偏差＝0.935，クロンバックのα＝.944）、第 3因子を「手続き的公正」
（平均値＝2.912，標準偏差＝0.844，クロンバックのα＝.786）として分析を行うことと
した。 
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表 1 公正感の因子分析結果 
 
 
（６）ワーク・モチベーション（Y3） 
池田・森永（2017）の「多面的・多次元的職務モチベーション尺度」を活用した。当該
尺度は、最近の標準的な概念定義に基づき、我が国において適用可能なワーク・モチベー
ション尺度として開発されたものであり、達成志向、学習志向、協力志向、競争志向の4側
面のそれぞれについて、方向性、強度、持続性の3次元を測定する質問項目が各3項目で、
計36項目で構成されている。質問への回答は、5段階リッカートスケールによって求めた。
「1.そう思わない」を1点、「2.あまりそう思わない」を2点、「3.どちらともいえない」を3
点、「4.ややそう思う」を4点、「5.そう思う」を5点とした。 
ワーク・モチベーションに関する質問 36項目について、最尤法、プロマックス回転、固
有値 1.000以上の条件で因子分析を行った。達成志向、学習志向、協力志向、競争志向の 4
因子が抽出されると予想し、予想どおり 4 因子が抽出された。唯一、予想と異なったのは
学習志向的モチベーションに関する質問項目のうち一つ（Q10-9）が、達成志向的モチベー
ションを構成する結果となったことであった。全分散を説明する累積寄与率は 73.4％であ
り、第 1 因子が学習志向（平均値＝3.371，標準偏差＝0.842，クロンバックのα=.953）、
第 2 因子が競争志向（平均値＝3.285，標準偏差＝0.837，クロンバックのα=.946）、第 3
因子が達成志向（平均値＝3.578，標準偏差＝0.781，クロンバックのα=.953）、第 4因子
が協力志向（平均値＝3.535，標準偏差＝0.762，クロンバックのα=.949）であった。本研
究では、因子分析の結果どおり Q10-9 を達成志向的モチベーションに含めて分析を行うこ
項目 分配的公正 相互作用的公正 手続き的公正 共通性
Q5-1．私の仕事の成果と処遇はつり合いがとれている .933 -.133 -.018 .735
Q5-3．私の給与や待遇は、仕事に対する努力に見合ったものである .901 -.068 -.021 .735
Q6-4．私の処遇は、私の年齢や地位にふさわしいものである .839 -.050 .120 .715
Q6-6．私の給与や待遇は、個人の事情に十分配慮したものになっている .812 -.040 -.034 .611
Q5-2．私の給与や待遇は、同業他社と比較して納得できる水準にある .802 .005 -.070 .626
Q6-3．私の現在の処遇は、平等なものである .793 .049 .010 .683
Q6-1．私の給与は、同僚と比べて遜色ない水準である .735 .012 -.122 .522
Q6-2．給与や処遇に関して、同僚間にそれほど大きな差はない .656 .082 -.094 .476
Q6-5．私は、生活をする上で十分な給与を貰っている .654 -.043 .083 .426
Q7-6．処遇は十分にチェックされたうえで決定されている .537 .323 .022 .611
Q7-5．処遇の決定は、現場の従業員の声を十分に反映したものになっている .535 .237 .066 .524
Q7-1．処遇（評価・配置・給与等）の決定方法は、きちんと公開されている .512 .132 .105 .406
Q8-1．上司は、私のことを信頼してくれている -.118 .932 -.052 .727
Q8-3．上司は、私に敬意を払って接してくれている -.001 .899 -.085 .768
Q8-4．上司は、私と十分にコミュニケーションをとっている -.065 .894 .018 .744
Q8-5．上司は、仕事に必要な情報をタイムリーに提供してくれる .014 .827 .081 .746
Q8-6．上司は、仕事の進め方について、きちんと説明してくれる .079 .790 .036 .724
Q8-2．上司は、私のことを親身になって考えてくれている .138 .789 -.004 .770
Q7-3．処遇の仕組みは、特定の従業員をひいきしたものである（逆） -.014 -.031 .819 .652
Q7-4．処遇の決定ルールは変更されることが多く、一貫性がない（逆） .012 -.040 .764 .571
Q7-2．処遇の決定に不満があっても、それを口に出しにくい雰囲気がある（逆） -.046 .056 .672 .462
固有値 9.885 2.512 1.928
因子間相関 1.000 .597 .236
.597 1.000 .305
.236 .305 1.000
クロンバックのα係数 .940 .944 .786
因子寄与 8.569 7.367 2.598
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ととした。 
 
表2 ワーク・モチベーションの因子分析結果 
 
 
（７）統制変数 
統制変数として、性別（男性＝1、女性＝0）、年齢、子供の有無（有＝1、無＝0）、世
帯年収、最終学歴、勤続年数、職種、限定区分、入区分経路、雇用形態希望、職場規模を
確認した。このうち、最終学歴は大卒ダミー、職種は営業・販売ダミー、限定区分は勤務
地限定、職務限定、勤務時間限定それぞれのダミー、入区分経路は有期雇用社員から転換、
無限定正社員から転換それぞれのダミーを分析に用いた。 
 
４．３ 分析の方法 
調査結果の統計処理は、HAD を使用し、収集した回答を基に、相関分析、差の検定、重
回帰分析、分散分析を行った。 
 
  
項目 学習志向的M 競争志向的M 達成志向的M 協力志向的M 共通性
Q10-3．私は、今以上に成長することにエネルギーを注いでいる .878 .113 -.101 -.053 .745
Q10-8．私は、自分の仕事を通して継続的に学習している .846 .046 -.002 -.034 .732
Q10-4．私は、仕事でうまくいかないときにも、学ぶ姿勢を持ち続けている .839 -.139 .122 .071 .771
Q10-6．私は、仕事で優れた成果を挙げるために、今以上に成長しようと努力し続けている .823 .056 .050 .022 .835
Q10-2．私は、今以上に高度な知識や技能を習得すべきと考え、仕事に取り組んでいる .785 .061 .063 -.024 .732
Q10-1．私は、どうすれば今以上に自分を成長させることができるかを考えている .761 .075 -.005 .001 .662
Q10-5．私は、仕事で新しい知識や技能を身につけることが大好きだ .746 -.073 .045 .124 .662
Q10-7．私は、知識やスキル、能力をなぜ伸ばす必要があるかを理解している .593 .004 .250 .029 .646
Q12-4．私は、現在の仕事で同僚に負けたくないと思っている -.101 .869 .019 .031 .688
Q12-6．私は、職場で最も優れた従業員になるまで、決して諦めることなく取り組み続けている .166 .856 -.085 -.073 .782
Q12-3．私は、同僚に負けないために、一所懸命仕事をしている -.038 .849 .119 -.027 .770
Q12-7．私は、同僚よりも優れた成果を挙げることが職場にどのように貢献するかを理解している -.143 .813 .147 -.023 .625
Q12-1．同僚よりも優れた成果(業績、評価)をあげることは、今の私にとって大きな喜びである -.109 .791 .069 .062 .635
Q12-5．私は、どうすれば同僚以上に成果(業績や評価)を挙げることができるかを理解している -.017 .753 .134 -.013 .669
Q12-2．私は、同僚よりも優れた成果(業績、評価)を得るまで、決して諦めずに職務に取り組み続けている -.005 .737 .093 .124 .771
Q12-8．私は、現在の職場で最も優れた従業員になるために、勤務時間以外でも継続的に努力している .350 .693 -.198 -.133 .606
Q12-9．私にとって、現在の職場で優れた存在になることは重要である .196 .671 -.108 .012 .587
Q9-4．私は、自分の職務を全うするまで、決して気を抜かずに仕事に取り組み続けている .052 -.041 .928 -.070 .806
Q9-1．私は、自分の職務を完了させるまで粘り強く取り組んでいる -.110 .020 .869 -.006 .654
Q9-3．私は、自分の職務を全うするまで、決して諦めることはなく取り組んでいる .028 .019 .861 -.020 .773
Q9-8．私は、職務を全うするために、ひたむきな気持ちで取り組んでいる .153 .058 .833 -.107 .829
Q9-6．私は、仕事を達成するために業務の優先順位を自分なりに掲げている -.135 -.064 .821 .138 .621
Q9-9．私は、自分の職務をこれまでよりもさらに効率的に行う方法を考えている .062 .050 .755 -.058 .629
Q9-2．私は、自分に与えられた職務を完了することに大きな意義を感じて、職務に従事している -.053 .152 .725 .001 .620
Q9-5．私は、自分の職務を果たすことが、同僚や職場、組織にどのように貢献するかを理解している -.014 -.036 .720 .144 .614
Q9-7．私は、少しでも多くの職務を果たしたいという願望を持って挑戦している .218 .073 .706 -.070 .754
Q10-9．私は、難しいことを行わなければならない時には、全力で取り組んでいる .371 -.108 .479 .138 .644
Q11-1．私は、継続して皆と仲良くしようとしている -.047 -.144 -.042 .972 .699
Q11-2．私は、職場の同僚とよい関係を築くための取り組みを継続的に行っている .005 -.079 .002 .926 .779
Q11-3．私は、同僚や上司と協力的に関わることができるよう、非常に気を配っている -.047 -.039 .065 .860 .713
Q11-4．私は、同僚や上司と今以上に互いに協力し合えるように継続的に取り組んでいる -.067 .022 .025 .859 .710
Q11-5．私は、同僚と良い関係を築く見通しがつくと、ワクワクした気持ちになる .164 .132 -.104 .671 .677
Q11-8．私は、職場のなかでなぜ同僚と協力する必要があるか自覚して、仕事に取り組んでいる -.004 .153 .163 .636 .726
Q11-9．私は、同僚や上司と協力して仕事を行うことで、どのような結果が生まれるかを理解している .044 .029 .237 .611 .688
Q11-7．私は、この職場(チーム)の一員になりたいという願望を持って仕事に取り組んでいる .220 .244 -.144 .562 .685
Q11-6．私は、どうすれば同僚や上司とこれまで以上に質の高い協力ができるかについて考えている .237 .255 -.120 .525 .690
固有値 19.624 2.874 2.238 1.687
因子間相関 1.000 .713 .653 .684
.713 1.000 .583 .635
.653 .583 1.000 .602
.684 .635 .602 1.000
クロンバックのα係数 .953 .946 .953 .949
因子寄与 15.742 14.721 14.293 14.161
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第５章 調査結果 
５．１ 回答者の属性 
回答者の属性について、性別、年齢層、子供の有無、最終学歴、世帯年収、勤続年数、
業種、職種、役職、職場規模、入区分経路、雇用形態希望を限定有無及び限定区分ごとに
まとめたものが表 3-1～3-4 である。 
回答者 200 名の限定区分については、無限定が 50 名（25％）、勤務地限定のみが 29 名
（14.5％）、職務限定のみが 20 名（10％）、勤務時間限定のみが 14 名（7％）、勤務地×職
務限定が 20 名（10％）、勤務地×勤務時間限定が 11 名（5.5％）、職務×勤務時間限定が 9
名（4.5％）、勤務地×職務×勤務時間限定が 47 名（23.5％）であった。 
限定の有無による差の検定を行った結果、有意差があったのは、性別（男性が無限定で
多い）、年齢（55～59 歳の層が無限定で多い）、勤続年数（20 年以上の層が無限定で多い）、
業種（教育・学習支援業が限定で多い）、職種（その他が限定で多い）、入区分経路（新卒
入社が無限定で多い）及び雇用形態希望（「強く希望していた」が無限定で多い）であった。 
性別は、男性 154 名（77％）、女性 46 名（23％）であったが、無限定では男性が 94％、
女性が 6％、限定ありでは男性が 71.3％、女性が 28.7％と有意差が生じ、女性の 93.5％が
限定ありであった。年齢層の中央値は 40～44 歳、最頻値は 50～59 歳（36 名、18％）であ
り、40 歳以上が 61.5％であった。子供の有無は有が 64.5％であった（表 3-1）。 
 
表 3-1 回答者属性①（合計、性別、年齢、子供の有無） 
 
 ※ 有意差は、「限定有無」列においては限定ありと限定なしの比較であり、「限定区分
（詳細）」列においては各限定項目（限定なし含む）間の比較。 
上段：実数、下段：％
限定有無 限定区分（詳細）
項目 属性 限定なし 限定あり 限定なし
勤務地限
定のみ
職務限定
のみ
勤務時間
限定のみ
勤務地×
職務限定
勤務地×
勤務時間
限定
職務×勤
務時間限
定
勤務地×
職務×勤
務時間限
定
合計 ％
合計 50 150 50 29 20 14 20 11 9 47 200 100.0
25.0 75.0 25.0 14.5 10.0 7.0 10.0 5.5 4.5 23.5 100.0
性別 女性 3 43 3 10 4 5 5 5 1 13 46 23.0
6.5 93.5 6.5 21.7 8.7 10.9 10.9 10.9 2.2 28.3 100.0
男性 47 107 47 19 16 9 15 6 8 34 154 77.0
30.5 69.5 30.5 12.3 10.4 5.8 9.7 3.9 5.2 22.1 100.0
年齢 20歳～24歳 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 1 0.5
0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0
25歳～29歳 3 11 3 4 2 1 0 0 0 4 14 7.0
21.4 78.6 21.4 28.6 14.3 7.1 0.0 0.0 0.0 28.6 100.0
30歳～34歳 4 24 4 5 2 3 3 2 1 8 28 14.0
14.3 85.7 14.3 17.9 7.1 10.7 10.7 7.1 3.6 28.6 100.0
35歳～39歳 8 26 8 4 2 2 4 5 0 9 34 17.0
23.5 76.5 23.5 11.8 5.9 5.9 11.8 14.7 0.0 26.5 100.0
40歳～44歳 5 21 5 4 4 0 1 2 2 8 26 13.0
19.2 80.8 19.2 15.4 15.4 0.0 3.8 7.7 7.7 30.8 100.0
45歳～49歳 9 25 9 7 3 2 5 1 0 7 34 17.0
26.5 73.5 26.5 20.6 8.8 5.9 14.7 2.9 0.0 20.6 100.0
50歳～54歳 7 20 7 3 3 2 3 1 3 5 27 13.5
25.9 74.1 25.9 11.1 11.1 7.4 11.1 3.7 11.1 18.5 100.0
55歳～59歳 14 22 14 2 4 3 4 0 3 6 36 18.0
38.9 61.1 38.9 5.6 11.1 8.3 11.1 0.0 8.3 16.7 100.0
子供の有無 無 19 52 19 12 8 7 7 3 3 12 71 35.5
26.8 73.2 26.8 16.9 11.3 9.9 9.9 4.2 4.2 16.9 100.0
有 31 98 31 17 12 7 13 8 6 35 129 64.5
24.0 76.0 24.0 13.2 9.3 5.4 10.1 6.2 4.7 27.1 100.0
　有意に多い 　有意に少ない
25 
 
最終学歴は、高校卒 28 名（14％）、専修学校・各種学校卒が 12 名（6％）、高専・短大卒
14 名（7％）、大学卒 130 名（65％）、大学院卒 16 名（8％）と、大学卒が最も多く、大卒
以上が 73％であった。世帯年収は中央値・最頻値ともに 800～1000万円未満（55名、27.5％）
であり、800 万円以上が 50.5％であった。勤続年数の中央値は 15 年～20 年未満、最頻値
は 20 年以上（81 名、40.5％）、20 年以上が 40.5％であった（表 3-2）。 
 
表 3-2 回答者属性②（最終学歴、世帯年収、勤続年数） 
 
 ※ 有意差は、「限定有無」列においては限定ありと限定なしの比較であり、「限定区分
（詳細）」列においては各限定項目（限定なし含む）間の比較。 
 
業種は、製造業が 54 名（27％）と最も多く、次いでサービス業 27 名（13.5％）、卸売・
小売業 20 名（10％）、金融・保険業 18 名（9％）、官公庁・自治体・公共団体 16 名（8％）
の順であった。職種は、管理・企画・事務 74 名（37％）、営業・販売 52 名（26％）、研究
開発・技術 31 名（15.5％）、製造 13 名（6.5％）、その他 30 名（15％）であった（表 3-3）。 
 
 
 
上段：実数、下段：％
限定有無 限定区分（詳細）
項目 属性 限定なし 限定あり 限定なし
勤務地限
定のみ
職務限定
のみ
勤務時間
限定のみ
勤務地×
職務限定
勤務地×
勤務時間
限定
職務×勤
務時間限
定
勤務地×
職務×勤
務時間限
定
合計 ％
最終学歴 高校 5 23 5 8 4 1 2 0 2 6 28 14.0
17.9 82.1 17.9 28.6 14.3 3.6 7.1 0.0 7.1 21.4 100.0
専修学校・各種学校 2 10 2 2 1 0 3 0 0 4 12 6.0
16.7 83.3 16.7 16.7 8.3 0.0 25.0 0.0 0.0 33.3 100.0
高専・短大 1 13 1 2 0 3 2 1 0 5 14 7.0
7.1 92.9 7.1 14.3 0.0 21.4 14.3 7.1 0.0 35.7 100.0
大学 36 94 36 16 14 9 13 8 6 28 130 65.0
27.7 72.3 27.7 12.3 10.8 6.9 10.0 6.2 4.6 21.5 100.0
大学院 6 10 6 1 1 1 0 2 1 4 16 8.0
37.5 62.5 37.5 6.3 6.3 6.3 0.0 12.5 6.3 25.0 100.0
世帯年収 200～400万未満 1 9 1 1 2 2 1 0 0 3 10 5.0
10.0 90.0 10.0 10.0 20.0 20.0 10.0 0.0 0.0 30.0 100.0
400～600万未満 7 25 7 6 3 1 6 1 1 7 32 16.0
21.9 78.1 21.9 18.8 9.4 3.1 18.8 3.1 3.1 21.9 100.0
600～800万未満 12 31 12 7 6 2 2 3 1 10 43 21.5
27.9 72.1 27.9 16.3 14.0 4.7 4.7 7.0 2.3 23.3 100.0
800～1,000万未満 13 42 13 7 5 5 5 3 3 14 55 27.5
23.6 76.4 23.6 12.7 9.1 9.1 9.1 5.5 5.5 25.5 100.0
1,000～1,200万未満 5 15 5 1 2 2 3 2 2 3 20 10.0
25.0 75.0 25.0 5.0 10.0 10.0 15.0 10.0 10.0 15.0 100.0
1,200～1,500万未満 8 10 8 2 1 1 2 1 0 3 18 9.0
44.4 55.6 44.4 11.1 5.6 5.6 11.1 5.6 0.0 16.7 100.0
1,500～2,000万未満 2 6 2 1 0 0 0 1 2 2 8 4.0
25.0 75.0 25.0 12.5 0.0 0.0 0.0 12.5 25.0 25.0 100.0
2 12 2 4 1 1 1 0 0 5 14 7.0
14.3 85.7 14.3 28.6 7.1 7.1 7.1 0.0 0.0 35.7 100.0
勤続年数 3年～5年未満 3 15 3 3 5 2 1 0 0 4 18 9.0
16.7 83.3 16.7 16.7 27.8 11.1 5.6 0.0 0.0 22.2 100.0
5年～10年未満 5 34 5 8 3 2 6 4 0 11 39 19.5
12.8 87.2 12.8 20.5 7.7 5.1 15.4 10.3 0.0 28.2 100.0
10年～15年未満 7 25 7 4 4 3 2 4 1 7 32 16.0
21.9 78.1 21.9 12.5 12.5 9.4 6.3 12.5 3.1 21.9 100.0
15年～20年未満 8 22 8 3 2 2 3 1 0 11 30 15.0
26.7 73.3 26.7 10.0 6.7 6.7 10.0 3.3 0.0 36.7 100.0
20年以上 27 54 27 11 6 5 8 2 8 14 81 40.5
33.3 66.7 33.3 13.6 7.4 6.2 9.9 2.5 9.9 17.3 100.0
有意に多い 有意に少ない
わからない/答えたく
ない
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表 3-3 回答者属性③（業種、職種） 
 
 ※ 有意差は、「限定有無」列においては限定ありと限定なしの比較であり、「限定区分
（詳細）」列においては各限定項目（限定なし含む）間の比較。 
 
職場規模は、100 人以上が 114 名（57％）と過半数を占め、次いで 50 人以上 100 人未満
が 30 人（15％）と規模が大きい順にサンプルが多い。役職は、役職なしが 70 名（35％）、
係長・主任級 60 名（30％）、課長級 49 名（29.5％）、部長級 21 名（10.5％）であった。部
長級のうち 19 名（90.5％）が限定ありで、うち 13 人が勤務地×職務×勤務時間限定であ
り、勤務地×職務×勤務時間限定のうち 27.7％が部長級であった。 
入区分経路は現在の会社で雇用形態の変更なしが 80％であり、うち新卒入社が 107 名
（53.5％）、中途入社が 53 名（26.5％）であった。雇用形態希望は「強く希望していた（あ
るいは、これ以外の雇用形態は念頭になかった）」が 79 名（39.5％）と最も多く、次いで
「ある程度希望していた」が 56 名（28％）であった。「ほとんど希望していなかった」13
名（6.5％）を選択したのは全て限定正社員であった（表 3-4）。 
 
 
上段：実数、下段：％
限定有無 限定区分（詳細）
項目 属性 限定なし 限定あり 限定なし
勤務地限
定のみ
職務限定
のみ
勤務時間
限定のみ
勤務地×
職務限定
勤務地×
勤務時間
限定
職務×勤
務時間限
定
勤務地×
職務×勤
務時間限
定
合計 ％
業種 製造業 17 37 17 8 3 4 3 3 4 12 54 27.0
31.5 68.5 31.5 14.8 5.6 7.4 5.6 5.6 7.4 22.2 100.0
建設業 1 5 1 0 1 0 0 2 1 1 6 3.0
16.7 83.3 16.7 0.0 16.7 0.0 0.0 33.3 16.7 16.7 100.0
運輸業 1 8 1 2 2 0 1 0 0 3 9 4.5
11.1 88.9 11.1 22.2 22.2 0.0 11.1 0.0 0.0 33.3 100.0
情報通信業 0 9 0 0 2 2 1 0 1 3 9 4.5
0.0 100.0 0.0 0.0 22.2 22.2 11.1 0.0 11.1 33.3 100.0
金融・保険業 7 11 7 3 0 1 2 0 1 4 18 9.0
38.9 61.1 38.9 16.7 0.0 5.6 11.1 0.0 5.6 22.2 100.0
卸売・小売業 4 16 4 5 5 0 0 2 1 3 20 10.0
20.0 80.0 20.0 25.0 25.0 0.0 0.0 10.0 5.0 15.0 100.0
不動産業 1 2 1 2 0 0 0 0 0 0 3 1.5
33.3 66.7 33.3 66.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0
医療・福祉 2 10 2 1 1 1 2 0 0 5 12 6.0
16.7 83.3 16.7 8.3 8.3 8.3 16.7 0.0 0.0 41.7 100.0
飲食・宿泊業 1 2 1 0 0 0 2 0 0 0 3 1.5
33.3 66.7 33.3 0.0 0.0 0.0 66.7 0.0 0.0 0.0 100.0
教育・学習支援業 0 11 0 3 1 1 4 1 0 1 11 5.5
0.0 100.0 0.0 27.3 9.1 9.1 36.4 9.1 0.0 9.1 100.0
1 2 1 0 0 1 0 0 0 1 3 1.5
33.3 66.7 33.3 0.0 0.0 33.3 0.0 0.0 0.0 33.3 100.0
サービス業 9 18 9 1 4 2 0 2 0 9 27 13.5
33.3 66.7 33.3 3.7 14.8 7.4 0.0 7.4 0.0 33.3 100.0
6 10 6 2 1 1 3 0 1 2 16 8.0
37.5 62.5 37.5 12.5 6.3 6.3 18.8 0.0 6.3 12.5 100.0
その他 0 9 0 2 0 1 2 1 0 3 9 4.5
0.0 100.0 0.0 22.2 0.0 11.1 22.2 11.1 0.0 33.3 100.0
職種 営業・販売 16 36 16 8 7 3 1 1 2 14 52 26.0
30.8 69.2 30.8 15.4 13.5 5.8 1.9 1.9 3.8 26.9 100.0
管理・企画・事務 21 53 21 13 5 7 6 5 1 16 74 37.0
28.4 71.6 28.4 17.6 6.8 9.5 8.1 6.8 1.4 21.6 100.0
製造 1 12 1 3 0 1 2 2 0 4 13 6.5
7.7 92.3 7.7 23.1 0.0 7.7 15.4 15.4 0.0 30.8 100.0
研究開発・技術 10 21 10 1 4 2 3 2 4 5 31 15.5
32.3 67.7 32.3 3.2 12.9 6.5 9.7 6.5 12.9 16.1 100.0
その他 2 28 2 4 4 1 8 1 2 8 30 15.0
6.7 93.3 6.7 13.3 13.3 3.3 26.7 3.3 6.7 26.7 100.0
有意に多い 有意に少ない
電気・ガス・熱供
給・水道業
官公庁・自治体・公
共団体
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表 3-4 回答者属性④（職場規模、役職、入区分経路、雇用形態希望） 
 
 ※ 有意差は、「限定有無」列においては限定ありと限定なしの比較であり、「限定区分
（詳細）」列においては各限定項目（限定なし含む）間の比較。 
 
５．２ 観測変数の記述統計の確認 
 本研究の独立変数である量的基幹度、質的基幹度、均衡度、転換可能性の記述統計を表
4-1 に示す。量的基幹度（職場にいる従業員の割合）について、4 区分のうち「その他（派
遣、請負等）」だけが少なく、「限定正社員」、「無限定正社員」、「有期雇用社員」の 3 区分
については、平均値、中央値、最大値、最小値ともに大きな違いは見られないが、無限定
社員と限定正社員を合わせると、63.5%となり過半数を超えており、正社員を中心とした業
務運用を行っていることが窺える。 
上段：実数、下段：％
限定有無 限定区分（詳細）
項目 属性 限定なし 限定あり 限定なし
勤務地限
定のみ
職務限定
のみ
勤務時間
限定のみ
勤務地×
職務限定
勤務地×
勤務時間
限定
職務×勤
務時間限
定
勤務地×
職務×勤
務時間限
定
合計 ％
職場規模 5人未満 0 3 0 0 1 0 2 0 0 0 3 1.5
0.0 100.0 0.0 0.0 33.3 0.0 66.7 0.0 0.0 0.0 100.0
5人以上10人未満 3 5 3 2 0 1 0 0 1 1 8 4.0
37.5 62.5 37.5 25.0 0.0 12.5 0.0 0.0 12.5 12.5 100.0
10人以上20人未満 3 9 3 4 0 0 2 0 1 2 12 6.0
25.0 75.0 25.0 33.3 0.0 0.0 16.7 0.0 8.3 16.7 100.0
20人以上30人未満 1 15 1 4 2 1 4 1 0 3 16 8.0
6.3 93.8 6.3 25.0 12.5 6.3 25.0 6.3 0.0 18.8 100.0
30人以上50人未満 3 14 3 0 4 1 2 3 0 4 17 8.5
17.6 82.4 17.6 0.0 23.5 5.9 11.8 17.6 0.0 23.5 100.0
50人以上100人未満 7 23 7 4 5 3 2 2 1 6 30 15.0
23.3 76.7 23.3 13.3 16.7 10.0 6.7 6.7 3.3 20.0 100.0
100人以上 33 81 33 15 8 8 8 5 6 31 114 57.0
28.9 71.1 28.9 13.2 7.0 7.0 7.0 4.4 5.3 27.2 100.0
役職 部長級 2 19 2 1 1 0 1 1 2 13 21 10.5
9.5 90.5 9.5 4.8 4.8 0.0 4.8 4.8 9.5 61.9 100.0
課長級 16 33 16 6 5 5 4 4 2 7 49 24.5
32.7 67.3 32.7 12.2 10.2 10.2 8.2 8.2 4.1 14.3 100.0
係長・主任級 19 41 19 4 6 3 9 1 3 15 60 30.0
31.7 68.3 31.7 6.7 10.0 5.0 15.0 1.7 5.0 25.0 100.0
役職はない 13 57 13 18 8 6 6 5 2 12 70 35.0
18.6 81.4 18.6 25.7 11.4 8.6 8.6 7.1 2.9 17.1 100.0
入区分経路 33 74 33 8 12 10 11 4 6 23 107 53.5
30.8 69.2 30.8 7.5 11.2 9.3 10.3 3.7 5.6 21.5 100.0
14 39 14 9 5 3 4 3 1 14 53 26.5
26.4 73.6 26.4 17.0 9.4 5.7 7.5 5.7 1.9 26.4 100.0
3 16 3 5 1 1 2 2 0 5 19 9.5
15.8 84.2 15.8 26.3 5.3 5.3 10.5 10.5 0.0 26.3 100.0
0 12 0 4 1 0 2 2 0 3 12 6.0
0.0 100.0 0.0 33.3 8.3 0.0 16.7 16.7 0.0 25.0 100.0
0 9 0 3 1 0 1 0 2 2 9 4.5
0.0 100.0 0.0 33.3 11.1 0.0 11.1 0.0 22.2 22.2 100.0
雇用形態希望 0 13 0 1 4 1 2 0 2 3 13 6.5
0.0 100.0 0.0 7.7 30.8 7.7 15.4 0.0 15.4 23.1 100.0
0 5 0 1 0 0 2 0 1 1 5 2.5
0.0 100.0 0.0 20.0 0.0 0.0 40.0 0.0 20.0 20.0 100.0
12 35 12 9 3 3 5 3 3 9 47 23.5
25.5 74.5 25.5 19.1 6.4 6.4 10.6 6.4 6.4 19.1 100.0
2 54 2 11 9 5 4 4 3 18 56 28.0
3.6 96.4 3.6 19.6 16.1 8.9 7.1 7.1 5.4 32.1 100.0
36 43 36 7 4 5 7 4 0 16 79 39.5
45.6 54.4 45.6 8.9 5.1 6.3 8.9 5.1 0.0 20.3 100.0
有意に多い 有意に少ない
強く希望していた（ある
いは、これ以外の雇用
形態は念頭になかった）
ほとんど希望していな
かった
それほど希望していな
かった
どちらとも言えない
ある程度希望していた
現在の会社で雇用形態
は変わっていない（新卒
入社）
現在の会社で雇用形態
は変わっていない（中途
入社）
現在の会社で有期雇
用社員から転換した
現在の会社で限定のな
い正社員（無限定正社
員）から転換した
その他/わからない
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限定正社員の質的基幹度（仕事のレベル）について、平均値は 3.174 となり、限定正社
員が担う仕事のレベルが無限定正社員と同等程度（3.0）をやや上回っている。「わからない」
を選択した者を除いたため有効回答数は 184 であった。 
限定正社員と無限定正社員の均衡度（賃金、昇進スピード、教育機会の違い）について、
平均値は 2.969 となり、限定正社員の処遇は無限定正社員とほぼ同等程度（3.0）であった。
「わからない」を選択した者を除いたため有効回答数は 174 であった。 
限定正社員と無限定正社員の転換可能性について、平均値は 3.270 となり、「選抜試験や
面接に通過した者が転換できるが、転換は容易ではない（3.0）」よりもやや転換しやすいレ
ベルであるが、標準偏差が 1.330 であり、ばらつきがある。「その他」「わからない」を選
択した者を除いたため有効回答数は 159 であった。 
 
表 4-1 独立変数（量的基幹度、質的基幹度、均衡度、転換可能性）の要約統計量 
 
 
公正感について、要約統計量を表 4-5 に示す。平均値は 2.899～3.180 で分配的公正、手
続き的公正、相互作用的公正の順で高くなっている。 
 
表 4-2 公正感の要約統計量 
 
 
ワーク・モチベーションについて、要約統計量を表 4-6 に示す。平均値は 3.285～3.578
で競争志向的、学習志向的、協力志向的、達成志向的の順で高い。 
 
表 4-3 ワーク・モチベーションの要約統計量 
量的基幹度 有効N 平均値 中央値 標準偏差 分散 歪度 尖度 最小値 最大値
有期雇用 200 27.640 20.000 25.626 656.694 1.123 0.099 1.000 98.000
限定 200 30.320 20.000 25.448 647.596 0.985 -0.129 1.000 97.000
無限定 200 33.220 26.500 26.787 717.529 0.703 -0.746 1.000 94.000
その他 200 8.820 5.000 12.517 156.681 2.727 11.738 0.000 94.000
質的基幹度 184 3.174 3.000 0.948 0.899 0.034 0.086 1.000 5.000
均衡度 174 2.969 3.000 0.864 0.747 0.114 -0.075 1.000 5.000
転換可能性 159 3.270 3.000 1.330 1.768 -0.297 -0.969 1.000 5.000
有効N 平均値 中央値 標準偏差 分散 歪度 尖度 最小値 最大値
分配的公正 200 2.899 3.000 0.811 0.658 -0.292 0.040 1.000 5.000
手続き的公正 200 2.912 3.000 0.844 0.713 -0.069 0.047 1.000 5.000
相互作用的公正 200 3.180 3.000 0.935 0.875 -0.397 -0.162 1.000 5.000
有効N 平均値 中央値 標準偏差 分散 歪度 尖度 最小値 最大値
達成志向的M 200 3.578 3.650 0.781 0.609 -0.318 0.161 1.000 5.000
学習志向的M 200 3.371 3.250 0.842 0.708 -0.271 0.204 1.000 5.000
協力志向的M 200 3.535 3.556 0.762 0.581 -0.017 -0.297 1.333 5.000
競争志向的M 200 3.285 3.111 0.837 0.700 -0.161 0.307 1.000 5.000
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表 5 観測変数の相関 
 
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14
1 性別 1.000
2 年齢 .377 ** 1.000
3 子供の有無 .141 * .105 1.000
4 世帯年収 .015 .333 ** .249 ** 1.000
5 最終学歴（大卒ダミー） .123 + -.011 -.004 .219 ** 1.000
6 勤続年数 .295 ** .681 ** .138 + .311 ** -.075 1.000
7 職種（営業・販売ダミー） .107 .056 .106 -.089 .078 .021 1.000
8 勤務地限定 -.200 ** -.178 * .083 -.075 -.138 + -.140 * -.087 1.000
9 職務限定 -.022 .022 .085 -.071 -.069 -.058 -.022 .314 ** 1.000
10 勤務時間限定 -.130 + -.102 .080 .044 -.003 -.032 -.025 .299 ** .349 ** 1.000
11 無限定 .233 ** .150 * -.030 .105 .143 * .178 * .079 -.619 ** -.555 ** -.476 ** 1.000
12 入区分経路（有期から転換ダミー） -.246 ** -.225 ** -.016 -.104 -.045 -.328 ** .049 .139 + -.033 .012 -.079 1.000
13 入区分経路（無限定から転換ダミー） -.123 + -.051 -.039 -.112 -.095 -.032 .049 .201 ** .015 .007 -.154 * -.086 1.000
14 雇用形態希望 .032 .007 -.055 -.069 .103 -.041 .054 -.078 -.226 ** -.072 .285 ** .093 -.100 1.000
15 職場規模 -.061 .102 .037 .120 .058 .050 .120 + -.065 -.027 .117 + .084 -.029 -.087 -.043
16 X1①量的基幹度（限定） -.015 .008 -.070 -.084 -.089 -.015 -.180 * .127 + .178 * -.075 -.137 + -.005 -.114 .082
17 X1②量的基幹度（無限定） .013 .123 + .103 .194 ** .043 .114 .016 -.264 ** -.257 ** -.064 .237 ** .053 -.080 -.002
18 X2質的基幹度（限定） .002 -.092 .004 .040 .075 -.053 -.042 .069 .079 .232 ** -.122 + -.003 -.145 + .037
19 X3①均衡度（限定⇔無限定） -.056 -.124 -.152 * .070 .114 -.088 -.049 .011 .060 .293 ** -.091 .144 + -.197 * .006
20 X3②転換可能性（限定⇔無限定） -.125 -.090 -.078 -.021 .133 + -.125 .053 .131 -.053 .094 -.083 .090 .124 .041
21 Y1①比較対象（限定） -.241 ** -.255 ** -.030 .039 -.013 -.178 * -.090 .155 * .058 .057 -.197 ** .147 * .091 -.030
22 Y1②比較対象（無限定） .271 ** .168 * .063 .043 .048 .111 .087 -.236 ** -.173 * -.197 ** .295 ** -.103 -.158 * .034
23 Y1③比較対象（有期） .111 -.054 -.027 -.032 -.083 -.037 -.082 .113 .068 .229 ** -.121 + -.097 .005 -.095
24 Y1④比較対象（比較しない） -.156 * .071 -.028 -.067 .008 .056 .032 .060 .103 .035 -.085 .045 .095 .045
25 Y2①分配的公正 -.047 -.104 .081 .219 ** .109 -.135 + .030 .084 .066 .148 * -.024 .081 -.027 .129 +
26 Y2②手続き的公正 -.137 + -.115 .005 .078 .052 -.223 ** -.042 .029 -.070 .034 -.072 .067 -.081 .006
27 Y2③相互作用的公正 -.030 -.042 .078 .139 + -.042 -.116 .002 .131 + .108 .037 -.078 .170 * -.058 .051
28 Y3①達成志向的M -.179 * -.057 -.047 .104 -.073 -.167 * -.110 .023 .028 -.017 -.062 .129 + -.022 .014
29 Y3②学習志向的M -.061 -.111 .040 .121 + .031 -.198 ** .013 .041 -.064 -.004 -.027 .116 -.041 .003
30 Y3③協力志向的M -.155 * -.052 .093 .103 -.036 -.160 * .093 .073 -.027 -.031 -.015 .177 * .029 .047
31 Y3④競争志向的M -.078 -.143 * -.018 .098 -.007 -.224 ** .071 -.007 -.036 .008 .050 .126 + .011 .009
**
 p  < .01, 
*
 p  < .05, 
+
 p  < .10
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15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31
1.000
-.117 + 1.000
.048 -.493 ** 1.000
.003 .095 -.134 + 1.000
.094 .028 -.016 .691 ** 1.000
-.107 -.096 -.068 .091 .097 1.000
-.075 .060 -.216 ** .008 .090 .016 1.000
.047 -.064 .296 ** -.032 -.124 -.098 -.459 ** 1.000
-.115 -.010 -.028 .134 + .193 * .087 -.140 * -.265 ** 1.000
.084 .025 -.124 + -.057 -.071 .044 -.296 ** -.560 ** -.171 * 1.000
.027 -.025 .025 .057 .150 * .029 .128 + -.135 + -.084 .088 1.000
.033 -.010 .052 .059 .163 * -.076 -.073 -.049 .090 .067 .192 ** 1.000
.056 .024 .085 .087 .135 + -.158 * .090 -.004 -.048 -.047 .599 ** .251 ** 1.000
.058 .118 + .014 .008 .007 -.110 .052 .108 -.150 * -.079 .269 ** .101 .444 ** 1.000
.067 .041 -.010 .033 .038 -.104 -.047 .180 * -.120 + -.090 .301 ** .153 * .439 ** .703 ** 1.000
.004 .047 -.003 -.078 -.076 -.079 -.013 .132 + -.106 -.075 .242 ** .121 + .430 ** .638 ** .723 ** 1.000
.088 .087 .006 .048 .158 * .030 .030 .139 * -.062 -.148 * .298 ** .157 * .451 ** .612 ** .719 ** .674 ** 1.000
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５．３ 限定有無が従属変数に与える影響 
本節では、限定の有無が、本研究の従属変数である比較対象、公正感、ワーク・モチベ
ーションに与える影響を確認する。まず、質的変数である比較対象について、限定の有無
によるクロス集計を行った。結果は表 5のとおりである。 
全体では、無限定正社員を比較対象とする層が 46.5％、限定正社員を比較対象とする層
が 19.5％であるが、限定正社員では、比較対象を無限定正社員とする層が 38％、限定正社
員とする層が 24％となり、無限定正社員では、無限定正社員を比較対象とする層が 72％に
上る一方、限定正社員を比較対象とする層は 6％にとどまり、限定の有無によって比較対象
の選択に有意な差が生じた。全般的に無限定正社員を比較対象とすることが多いが、自ら
が限定正社員の場合は限定正社員を比較対象とし、自らが無限定正社員の場合は無限定正
社員を比較対象とする傾向があることが明らかとなったと言える。 
但し、無限定正社員は 72％（「比較しない」を除けば 90％）が無限定正社員を比較対象
とした一方で、限定正社員で限定正社員を比較対象としたのは 24％にとどまり、無限定正
社員を選択した者（38％）よりも少なかった。このことは、雇用形態という属性が比較対
象の選択に与える影響は限定的であることを示している。なお、有期雇用社員及び比較し
ないを選ぶ層については、限定有無による有意な違いは生じなかった。 
 
表 5 限定の有無と比較対象のクロス集計 
 
※1 実数（太字）は、サンプル数を示し、実数の下段の％は、限定のあり／なしそれぞ
れにおける比較対象の比率を示し、横の計で 100％になるように表記されている 
※2 実数の横の％は、比較対象のそれぞれにおける限定あり／なしの比率を示し、縦の
計で 100％になるように表記されている。 
※3 有意差は、限定ありと限定なし（上下）の比較。 
 
次いで、量的変数である公正感とワーク・モチベーションについて、独立変数に限定の
有無をおき、従属変数を公正感及びワーク・モチベーションとする分散分析をそれぞれ行
った。結果は図 2-1～2-7のとおりであり、公正感（分配的公正、手続き的公正、相互作用
的公正）、及びワーク・モチベーション（達成志向的、学習志向的、協力志向的、競争志向
的）について、競争志向的モチベーション以外は限定正社員の方が無限定正社員よりも高
比較対象
限定 無限定 有期 比較しない 合計
実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％
限定あり 実数 △ 36 92.31 ▼ 57 61.29 14 93.33 43 81.13 150 75.00
％ 24.00 38.00 9.33 28.67 100
限定なし 実数 ▼ 3 7.69 △ 36 38.71 1 6.67 10 18.87 50 25.00
％ 6.00 72.00 2.00 20.00 100
合計 実数 39 100 93 100 15 100 53 100 200 100
％ 19.50 46.50 7.50 26.50 100
△は有意に多い、▼は有意に少ない
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い傾向はあるものの、限定の有無による有意差は確認されなかった。 
 
図 2-1 限定の有無と分配的公正の分散分析結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
水準ごとの平均値
水準 平均値 標準誤差 95%下限 95%上限 t値 df p値
0限定あり 2.911 0.066 2.780 3.041 43.843 198 .000
1限定なし 2.865 0.115 2.638 3.092 24.917 198 .000
多重比較 Holm法 主効果p値 .732
水準の組 差 標準誤差 効果量 d 95%CI t値 df p値 調整p値
0 - 1 0.046 0.133 .056 -0.263, 0.375 0.343 198 .732 ns
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図 2-2 限定の有無と手続き的公正の分散分析結果 
 
 
図 2-3 限定の有無と相互作用的公正の分散分析結果 
 
 
水準ごとの平均値
水準 平均値 標準誤差 95%下限 95%上限 t値 df p値
0限定あり 2.947 0.069 2.811 3.083 42.744 198 .000
1限定なし 2.807 0.119 2.571 3.042 23.506 198 .000
多重比較 Holm法 主効果p値 .311
水準の組 差 標準誤差 効果量 d 95%CI t値 df p値 調整p値
0 - 1 0.140 0.138 .165 -0.154, 0.484 1.015 198 .311 ns
水準ごとの平均値
水準 平均値 標準誤差 95%下限 95%上限 t値 df p値
0限定あり 3.222 0.076 3.072 3.373 42.212 198 .000
1限定なし 3.053 0.132 2.793 3.314 23.094 198 .000
多重比較 Holm法 主効果p値 .270
水準の組 差 標準誤差 効果量 d 95%CI t値 df p値 調整p値
0 - 1 0.169 0.153 .180 -0.139, 0.499 1.106 198 .270 ns
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図 2-4 限定の有無と達成志向的モチベーションの分散分析結果 
 
 
図 2-5 限定の有無と学習志向的モチベーションの分散分析結果 
 
 
水準ごとの平均値
水準 平均値 標準誤差 95%下限 95%上限 t値 df p値
0限定あり 3.605 0.064 3.480 3.731 56.535 198 .000
1限定なし 3.494 0.110 3.276 3.712 31.633 198 .000
多重比較 Holm法 主効果p値 .384
水準の組 差 標準誤差 効果量 d 95%CI t値 df p値 調整p値
0 - 1 0.111 0.128 .142 -0.177, 0.461 0.873 198 .384 ns
水準ごとの平均値
水準 平均値 標準誤差 95%下限 95%上限 t値 df p値
0限定あり 3.384 0.069 3.248 3.520 49.145 198 .000
1限定なし 3.333 0.119 3.097 3.568 27.940 198 .000
多重比較 Holm法 主効果p値 .708
水準の組 差 標準誤差 効果量 d 95%CI t値 df p値 調整p値
0 - 1 0.052 0.138 .061 -0.258, 0.380 0.375 198 .708 ns
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図 2-6 限定の有無と協力志向的モチベーションの分散分析結果 
 
 
図 2-7 限定の有無と競争志向的モチベーションの分散分析結果 
 
 
水準ごとの平均値
水準 平均値 標準誤差 95%下限 95%上限 t値 df p値
0限定あり 3.541 0.062 3.418 3.664 56.776 198 .000
1限定なし 3.516 0.108 3.303 3.729 32.540 198 .000
多重比較 Holm法 主効果p値 .836
水準の組 差 標準誤差 効果量 d 95%CI t値 df p値 調整p値
0 - 1 0.026 0.125 .034 -0.285, 0.353 0.208 198 .836 ns
水準ごとの平均値
水準 平均値 標準誤差 95%下限 95%上限 t値 df p値
0限定あり 3.261 0.068 3.126 3.396 47.682 198 .000
1限定なし 3.358 0.118 3.124 3.591 28.348 198 .000
多重比較 Holm法 主効果p値 .479
水準の組 差 標準誤差 効果量 d 95%CI t値 df p値 調整p値
0 - 1 -0.097 0.137 -.115 -0.434, 0.204 -0.709 198 .479 ns
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５．４ 研究 1：基幹度と人事管理施策が比較対象に与える影響 
本節では、量的基幹度（X1）、質的基幹度（X2）及び人事管理施策（X3）が比較対象（Y1）
に与える影響を検討する。独立変数を量的基幹度（X1）、質的基幹度（X2）及び人事管理
施策（X3）として、従属変数を比較対象（Y1）とする重回帰分析を行った。統制変数とし
ては、性別、年齢、子供の有無、世帯年収、最終学歴（大卒ダミー）、勤続年数、職種（営
業・販売ダミー）、限定区分（勤務地限定、職務限定、勤務時間限定それぞれのダミー）、
入区分経路（有期からの転換、無限定からの転換それぞれのダミー）、雇用形態希望、職場
規模を投入した。 
まず限定正社員と無限定正社員の全サンプルで分析を行った。分析に用いるいずれかの
変数で無効回答をしたサンプルを除いたためサンプル数は 139 であった。分析モデルの R2
は.719、F 値は 1.913、p 値は.000、VIF 値は最大で 3.022 であった。結果は表 6-1 に示す
とおりであり、有意な結果が現れたのは以下の点である。 
① 無限定正社員の量的基幹度が高いほど、比較対象は無限定正社員となる。 
② 限定正社員の均衡度が低いほど、比較対象が無限定正社員となる。 
③ 男性は有期雇用社員を比較対象に選ぶ傾向が高く、女性は自分の処遇を他者と比較し
ない傾向が高い。 
④ 最終学歴が大卒以上の場合は、有期雇用社員を比較対象に選ばない傾向が高い。 
⑤ 勤務時間の限定がある場合、自分の処遇を他者と比較する傾向が高く、また比較対象
として有期雇用社員を選ぶ傾向が高い。 
 
次いで、限定正社員のみに絞り込んだ場合に異なる結果となるかを確認するために、限
定正社員のみをサンプルとして同じ分析を行った。サンプル数は 103、分析モデルの R2
は.764、F 値は 1.448、p 値は.015、VIF 値は最大で 2.751 であった。結果は表 6-2 に示す
とおりであり、「X1②量的基幹度（無限定）」と「無限定」の因果関係、「X2①均衡度」と
「無限定」の因果関係については有意差が 10％水準となったが、全サンプルでの分析と概
ね同様の結果となった。 
以上の分析から、仮説１（限定正社員の量的基幹度が高いと、限定正社員の比較対象は
限定正社員となる。）について、限定正社員の量的基幹度と比較対象については有意な結果
が得られなかったため、仮説が支持されたとは言えないものの、無限定正社員の量的基幹
度が高いと比較対象が無限定正社員となるとの結果が得られた。 
仮説２（限定正社員の質的基幹度が高いと、限定正社員の比較対象は無限定正社員とな
る。）については、全サンプルと限定正社員のみのいずれにおいても、限定正社員の質的基
幹度と比較対象（無限定正社員）との間の因果関係について有意差が 10％水準であり、仮
説が支持されたとは言えないが、因果関係が示唆された。 
仮説３（限定正社員と無限定正社員の均衡度が高いと、限定正社員の比較対象は無限定
正社員となる。）については、予想とは逆に、均衡度と比較対象（無限定正社員）の間で負
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の関係が確認され、仮説は支持されなかった。 
仮説４（限定正社員と無限定正社員の転換可能性が高いと、限定正社員の比較対象は無
限定正社員となる。）については、全サンプルと限定正社員のみのいずれにおいても独立変
数と比較対象の間に有意な関係は確認されず、仮説は支持されなかった。 
 
表 6-1 独立変数を基幹度及び人事管理施策、従属変数を比較対象とした重回帰分析結果
（全サンプル） 
 
※1 雇用形態ダミーは、「無限定」ダミーがレファレンスとして使用されている 
※2  X1①量的基幹度では、「有期雇用社員」および「その他（派遣社員、請負社員など）」
がレファレンスとして使用されている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
変数名 限定 無限定 有期 比較しない VIF
性別 -.105 .111 .306 ** -.274 * 1.644
年齢 -.188 .025 .007 .161 2.146
子供の有無 .004 .028 -.056 .003 1.342
世帯年収 .099 -.023 .007 -.081 1.564
最終学歴（大卒ダミー） .029 .127 -.194 * -.043 1.264
勤続年数 .067 .030 -.074 -.052 2.094
職種（営業・販売ダミー） -.082 .129 -.065 -.030 1.205
勤務地限定 -.038 -.046 -.050 .140 1.687
職務限定 .109 -.078 -.017 .000 1.472
勤務時間限定 .080 -.053 .313 ** -.261 * 1.581
入区分経路（有期から転換ダミー） .129 -.097 -.075 .048 1.530
入区分経路（無限定から転換ダミー） .133 -.131 .013 .020 1.303
雇用形態希望 .038 -.064 -.091 .114 1.201
職場規模 -.086 .047 -.144 + .143 1.138
X1①量的基幹度（限定） .027 -.006 .001 -.021 1.560
X1②量的基幹度（無限定） -.152 .276 ** -.077 -.138 1.634
X2質的基幹度（限定） -.121 .221 + -.025 -.140 2.611
X3①均衡度（限定⇔無限定） .116 -.272 * .137 .124 3.022
X3②転換可能性（限定⇔無限定） -.052 .028 .080 -.044 1.179
R
2 .186 ** .289 ** .245 ** .178 **
**
 p  < .01, 
*
 p  < .05, 
+
 p  < .10
38 
 
表 6-2 独立変数を基幹度及び人事管理施策、従属変数を比較対象とした重回帰分析結果
（限定正社員） 
 
※1 雇用形態ダミーは、「無限定」ダミーがレファレンスとして使用されている 
※2  X1①量的基幹度では、「有期雇用社員」および「その他（派遣社員、請負社員など）」
がレファレンスとして使用されている。 
 
５．５ 研究 2-1：比較対象、基幹度、及び人事管理施策が公正感に与える影響 
本節では、比較対象（Y1）と人事管理施策（X3）が公正感（Y2）に与える影響を検討す
る。初めに、独立変数を比較対象（Y1）、従属変数を公正感（Y2）とする重回帰分析を行
った。公正感（Y2）は分配的公正、手続き的公正、相互作用的公正の 3 因子を用いた。統
制変数は前節と同じであり、比較対象のレファレンスは、「比較しない」である。 
まず限定正社員と無限定正社員の全サンプルで分析を行った。分析に用いるいずれかの
変数で無効回答をしたサンプルを除いたためサンプル数は 180 であった。分析モデルの R2
は.344、F 値は 1.422、p 値は.034、VIF 値は最大で 2.258 であった。結果は表 7-1 に示す
とおりであり、有意な結果が現れたのは以下の点である。 
① 限定正社員を比較対象とする場合、手続き的公正が低くなる。 
② 世帯年収が高いほど、分配的公正及び相互作用的公正が高くなる。 
③ 勤続年数が長いほど、手続き的公正が低くなる。 
④ 自らがその雇用形態を希望している度合いが強いほど、分配的公正が高くなる。 
 
変数名 限定 無限定 有期 比較しない VIF
性別 -.098 .133 .318 * -.329 * 1.814
年齢 -.219 .059 .069 .118 2.069
子供の有無 -.014 -.034 -.021 .078 1.347
世帯年収 .061 .042 .029 -.148 1.614
最終学歴（大卒ダミー） .122 .113 -.232 * -.085 1.257
勤続年数 .092 .004 -.114 -.012 2.084
職種（営業・販売ダミー） -.172 .170 -.076 .047 1.202
勤務地限定 -.107 .025 -.034 .121 1.337
職務限定 .031 -.015 .012 -.027 1.138
勤務時間限定 .068 -.024 .307 ** -.311 ** 1.455
入区分経路（有期から転換ダミー） .136 -.043 -.063 -.046 1.641
入区分経路（無限定から転換ダミー） .125 -.121 .027 -.013 1.341
雇用形態希望 .033 -.096 -.106 .175 + 1.201
職場規模 -.089 .011 -.126 .195 + 1.211
X1①量的基幹度（限定） .036 -.052 .040 -.009 1.608
X1②量的基幹度（無限定） -.134 .218 + -.055 -.076 1.667
X2質的基幹度（限定） -.146 .245 + -.016 -.131 2.163
X3①均衡度（限定⇔無限定） .087 -.271 + .139 .125 2.751
X3②転換可能性（限定⇔無限定） -.076 .002 .148 -.042 1.193
R
2 .184 ** .231 ** .262 ** .234 **
**
 p  < .01, 
*
 p  < .05, 
+
 p  < .10
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次いで、限定正社員のみに絞り込んだ場合に異なる結果となるかを確認するために、限
定正社員のみをサンプルとして同じ分析を行った。サンプル数は 132、分析モデルの R2
は.439、F 値は 1.393、p 値は.047、VIF 値は最大で 2.116 であった。結果は表 7-2 に示す
とおりであり、全サンプルでの分析と大きく異なる結果となったのは、以下の点である。 
① 有期雇用社員を比較対象とする場合に、分配的公正が低くなる結果が現れた。 
② 勤続年数が長いほど、分配的公正が低くなる結果が現れ、手続き的公正との因果関係
については有意でなくなった。 
③ 勤務時間限定がある場合、分配的公正が低くなる結果が現れた。 
 
以上の分析より、仮説５（限定正社員が無限定社員を比較対象とした場合、他の比較対
象に比べて公正感が低い。）については有意な結果が得られず、支持されなかった。 
 
表 7-1 独立変数を比較対象、従属変数を公正感とした重回帰分析結果（全サンプル） 
 
※ 雇用形態ダミーは、「無限定」ダミーがレファレンスとして使用されている 
 
 
 
 
 
 
 
変数名 分配的公正 手続き的公正 相互作用的公正 VIF
性別 .111 -.144 .062 1.563
年齢 -.107 .021 -.032 2.258
子供の有無 .002 .040 .012 1.187
世帯年収 .322 ** .149 + .241 ** 1.494
最終学歴（大卒ダミー） -.020 .048 -.088 1.207
勤続年数 -.159 -.240 * -.124 2.122
職種（営業・販売ダミー） .088 .019 .059 1.111
勤務地限定 .021 .053 .107 1.361
職務限定 .073 -.127 .128 1.345
勤務時間限定 .131 .013 -.043 1.383
入区分経路（有期から転換ダミー） -.003 -.047 .127 1.261
入区分経路（無限定から転換ダミー） .016 -.068 .001 1.141
雇用形態希望 .165 * -.002 .099 1.159
職場規模 .009 -.011 .061 1.115
Y1①比較対象（限定） -.021 -.210 * .046 1.621
Y1②比較対象（無限定） -.130 -.130 .058 1.753
Y1③比較対象（有期） -.161 + .039 -.018 1.492
R
2 .175 ** .131 ** .110 **
**
 p  < .01, 
*
 p  < .05, 
+
 p  < .10
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表 7-2 独立変数を比較対象、従属変数を公正感とした重回帰分析結果（限定正社員） 
 
※ 雇用形態ダミーは、「無限定」ダミーがレファレンスとして使用されている 
 
さらに、独立変数を量的基幹度（X1）、質的基幹度（X2）及び人事管理施策（X3）とし
て、従属変数を公正感（Y2）とする重回帰分析を行った。公正感（Y2）は分配的公正、手
続き的公正、相互作用的公正の 3 因子を用いた。統制変数は他の分析と同じである。 
まず限定正社員と無限定正社員の全サンプルで分析を行った。分析に用いるいずれかの
変数で無効回答をしたサンプルを除いたためサンプル数は 139 であった。分析モデルの R2
は.456、F 値は 1.397、p 値は.038、VIF 値は最大で 3.022 であった。結果は表 8-1 に示す
とおりであり、有意な結果が現れたのは以下の点である。 
① 無限定正社員の量的基幹度が高いほど、相互作用的公正が高くなる。 
② 限定正社員と無限定正社員の均衡度が高いほど、分配的公正が高くなる。 
③ 限定正社員と無限定正社員の間の転換可能性が高いほど、相互作用的公正が低くなる。 
④ 世帯年収が高いほど、分配的公正が高くなる。 
⑤ 勤続年数が長いほど、手続き的公正が低くなる。 
⑥ 職務限定がある場合、相互作用的公正が高くなる。 
⑦ 自らがその雇用形態を希望している度合いが強いほど、分配的公正が高くなる。 
 
次いで、限定正社員のみに絞り込んだ場合に異なる結果となるかを確認するために、限
定正社員のみをサンプルとして同じ分析を行った。サンプル数は 103、分析モデルの R2
は.544、F 値は 1.284、p 値は.101、VIF 値は最大で 2.751 であった。結果は表 8-2 に示す
変数名 分配的公正 手続き的公正 相互作用的公正 VIF
性別 .144 -.180 .099 1.622
年齢 .019 .038 -.018 2.116
子供の有無 -.069 -.011 -.023 1.204
世帯年収 .389 ** .158 .358 ** 1.495
最終学歴（大卒ダミー） -.053 .057 -.118 1.199
勤続年数 -.251 * -.157 -.159 2.033
職種（営業・販売ダミー） .121 .024 .110 1.121
勤務地限定 .094 .011 .125 1.085
職務限定 .111 -.159 + .138 1.078
勤務時間限定 .215 * -.027 -.023 1.259
入区分経路（有期から転換ダミー） .032 -.094 .153 1.255
入区分経路（無限定から転換ダミー） .038 -.082 .018 1.141
雇用形態希望 .151 + .061 .106 1.220
職場規模 -.066 -.024 -.006 1.209
Y1①比較対象（限定） -.011 -.239 * .040 1.754
Y1②比較対象（無限定） -.137 -.099 .065 1.871
Y1③比較対象（有期） -.230 * .057 -.045 1.603
R
2 .261 ** .147 ** .172 **
**
 p  < .01, 
*
 p  < .05, 
+
 p  < .10
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とおりであるが、p 値が 10％水準を上回り、モデルが有意ではないため、本分析の結果は
用いない。 
以上の分析より、仮説６（限定正社員と無限定正社員の均衡度が高いと、限定正社員の
公正感に正の影響を与える。）については、分配的公正において確認され、手続き的公正及
び相互作用的公正において確認されなかったため、一部支持されたと言える。 
仮説７（限定正社員と無限定正社員の転換可能性が高いと、限定正社員の公正感に正の
影響を与える。）については支持されず、相互作用的公正において逆の結果が得られた。 
 
表 8-1 独立変数を基幹度及び人事管理施策、従属変数を公正感とした重回帰分析結果（全
サンプル） 
 
※1 雇用形態ダミーは、「無限定」ダミーがレファレンスとして使用されている 
※2  X1①量的基幹度では、「有期雇用社員」および「その他（派遣社員、請負社員など）」
がレファレンスとして使用されている。 
 
 
 
 
 
 
変数名 分配的公正 手続き的公正 相互作用的公正 VIF
性別 -.034 -.185 + .022 1.644
年齢 -.096 .220 + -.016 2.146
子供の有無 .026 .112 -.041 1.342
世帯年収 .227 * .139 .136 1.564
最終学歴（大卒ダミー） .002 -.052 -.085 1.264
勤続年数 -.057 -.354 ** -.057 2.094
職種（営業・販売ダミー） .091 -.030 .074 1.205
勤務地限定 .074 .074 .180 + 1.687
職務限定 .143 -.166 .222 * 1.472
勤務時間限定 .074 -.069 -.033 1.581
入区分経路（有期から転換ダミー） -.051 -.067 .160 1.530
入区分経路（無限定から転換ダミー） .003 -.102 .043 1.303
雇用形態希望 .238 ** -.061 .133 1.201
職場規模 -.008 -.025 .051 1.138
X1①量的基幹度（限定） .046 -.088 .154 1.560
X1②量的基幹度（無限定） .092 -.035 .242 * 1.634
X2質的基幹度（限定） -.205 -.147 .007 2.611
X3①均衡度（限定⇔無限定） .288 * .181 .149 3.022
X3②転換可能性（限定⇔無限定） -.010 -.081 -.188 * 1.179
R
2 .190 ** .140 ** .236 **
**
 p  < .01, 
*
 p  < .05, 
+
 p  < .10
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表 8-2 独立変数を基幹度及び人事管理施策、従属変数を公正感とした重回帰分析結果（限
定正社員） ※p 値.101 で 10％水準を上回るため本分析の結果は用いない。 
 
※1 雇用形態ダミーは、「無限定」ダミーがレファレンスとして使用されている 
※2  X1①量的基幹度では、「有期雇用社員」および「その他（派遣社員、請負社員など）」
がレファレンスとして使用されている。 
 
５．６ 研究 2-2：公正感がワーク・モチベーションに与える影響 
独立変数を公正感（Y2）、従属変数をワーク・モチベーション（Y3）とする重回帰分析
を行った。公正感（Y2）は分配的公正、手続き的公正、相互作用的公正の 3 因子を用い、
ワーク・モチベーション（Y3）は、達成志向的、学習志向的、協力志向的、競争志向的の
4 因子を用いた。統制変数は他の分析と同じである。 
分析に用いたサンプルは 180、分析モデルの R2は.487、F 値は 1.630、p 値は.002、VIF
値は最大で 2.226であった。結果は表 9－1 に示すとおりであり、相互作用的公正について、
ワーク・モチベーションの 4 因子全てと有意な因果関係が確認され、分配的公正と手続き
的公正については有意な結果が得られなかった。また、女性の場合、達成志向的モチベー
ション及び協力志向的モチベーションが高くなるとの結果が得られた。 
また、公正感の 3 因子の個別の影響力を確認するために、それぞれ個別に投入して重回
帰分析を行った。分配的公正について、分析に用いたサンプルは 180、分析モデルの R2
は.378、F 値は 1.357、p 値は.043、VIF 値は最大で 2.220 であった。結果は表 9-2 に示す
変数名 分配的公正 手続き的公正 相互作用的公正 VIF
性別 -.084 -.159 .048 1.814
年齢 .024 .233 .041 2.069
子供の有無 -.027 .080 -.086 1.347
世帯年収 .264 * .206 .249 * 1.614
最終学歴（大卒ダミー） -.008 -.097 -.163 1.257
勤続年数 -.166 -.317 * -.146 2.084
職種（営業・販売ダミー） .174 + .047 .123 1.202
勤務地限定 .183 + .004 .215 * 1.337
職務限定 .194 + -.220 * .237 * 1.138
勤務時間限定 .095 -.088 -.022 1.455
入区分経路（有期から転換ダミー） -.088 -.115 .166 1.641
入区分経路（無限定から転換ダミー） .030 -.144 .090 1.341
雇用形態希望 .188 + -.045 .075 1.201
職場規模 -.064 -.056 .032 1.211
X1①量的基幹度（限定） .056 -.095 .191 1.608
X1②量的基幹度（無限定） .152 -.057 .225 + 1.667
X2質的基幹度（限定） -.133 -.159 .103 2.163
X3①均衡度（限定⇔無限定） .310 * .124 .147 2.751
X3②転換可能性（限定⇔無限定） -.003 -.052 -.204 * 1.193
R
2 .273 ** .166 ** .293 **
**
 p  < .01, 
*
 p  < .05, 
+
 p  < .10
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とおりであり、ワーク・モチベーションの 4 因子全てと有意な因果関係が確認された。 
手続き的公正について、分析に用いたサンプルは 180、分析モデルの R2は.324、F 値は
1.113、p 値は.267、VIF 値は最大で 2.207 であった。結果は表 9-3 に示すとおりであるが、
p 値が 10％水準を上回り、モデルが有意ではないため、本分析の結果は用いない。 
相互作用的公正について、分析に用いたサンプルは 180、分析モデルの R2は.479、F 値
は 1.826、p 値は.000、VIF 値は最大で 2.206 であった。結果は表 9-4 に示すとおり、ワー
ク・モチベーションの 4 因子全てと有意な因果関係が確認された。 
以上の分析より、公正感とワーク・モチベーションの関係については、分配的公正と相
互作用的公正のいずれもワーク・モチベーションに影響を与えるものの、両方を同時に投
入すると分配的公正の影響が消えてしまうことが確認された。手続き的公正については、
有意な結果が得られなかった。 
仮説８（公正感が高いと、ワーク・モチベーションに正の影響を与える。）は、分配的公
正と相互作用的公正において支持された。 
 
表 9-1 独立変数を公正感、従属変数をワーク・モチベーションとした重回帰分析結果 
 
※ 雇用形態ダミーは、「無限定」ダミーがレファレンスとして使用されている 
 
 
 
 
 
 
 
変数名 達成志向的M 学習志向的M 協力志向的M 競争志向的M VIF
性別 -.226 ** -.092 -.231 ** -.096 1.493
年齢 .091 .018 .131 -.029 2.226
子供の有無 -.065 .027 .074 -.037 1.182
世帯年収 .088 .084 .073 .109 1.598
最終学歴（大卒ダミー） -.061 .012 -.011 -.030 1.206
勤続年数 -.130 -.165 -.152 -.141 2.189
職種（営業・販売ダミー） -.060 .034 .130 + .115 1.117
勤務地限定 -.049 .036 .032 -.021 1.366
職務限定 .006 -.142 + -.091 -.088 1.363
勤務時間限定 -.085 -.033 -.056 -.006 1.315
入区分経路（有期から転換ダミー） -.013 -.033 .017 -.030 1.277
入区分経路（無限定から転換ダミー） -.003 -.057 .016 .024 1.135
雇用形態希望 .007 -.056 -.018 -.028 1.173
職場規模 .033 .033 -.042 .062 1.092
分配的公正 .008 .044 -.026 .023 1.759
手続き的公正 -.082 -.040 -.052 -.041 1.152
相互作用的公正 .425 ** .397 ** .420 ** .433 ** 1.709
R
2 .268 ** .240 ** .270 ** .274 **
**
 p  < .01, 
*
 p  < .05, 
+
 p  < .10
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表 9-2 独立変数を分配的公正、従属変数をワーク・モチベーションとした重回帰分析結果 
 
※ 雇用形態ダミーは、「無限定」ダミーがレファレンスとして使用されている 
 
表 9-3 独立変数を手続き的公正、従属変数をワーク・モチベーションとした重回帰分析結
果 ※p 値.267 で 10％水準を上回るため本分析の結果は用いない。 
 
※ 雇用形態ダミーは、「無限定」ダミーがレファレンスとして使用されている 
 
 
 
 
 
 
 
変数名 達成志向的M 学習志向的M 協力志向的M 競争志向的M VIF
性別 -.206 * -.078 -.215 * -.081 1.470
年齢 .100 .028 .142 -.018 2.220
子供の有無 -.063 .031 .077 -.033 1.180
世帯年収 .105 .104 .093 .130 1.588
最終学歴（大卒ダミー） -.098 -.021 -.047 -.066 1.193
勤続年数 -.127 -.171 -.156 -.148 2.130
職種（営業・販売ダミー） -.056 .038 .134 + .119 1.117
勤務地限定 -.015 .069 .067 .015 1.350
職務限定 .047 -.108 -.054 -.052 1.325
勤務時間限定 -.133 -.077 -.103 -.054 1.293
入区分経路（有期から転換ダミー） .043 .017 .070 .024 1.245
入区分経路（無限定から転換ダミー） -.004 -.060 .013 .020 1.128
雇用形態希望 .003 -.060 -.023 -.033 1.172
職場規模 .054 .052 -.022 .083 1.088
分配的公正 .246 ** .272 ** .213 ** .272 ** 1.179
R
2 .161 ** .148 ** .167 ** .164 **
**
 p  < .01, 
*
 p  < .05, 
+
 p  < .10
変数名 達成志向的M 学習志向的M 協力志向的M 競争志向的M VIF
性別 -.189 * -.055 -.197 * -.057 1.482
年齢 .071 -.005 .115 -.051 2.207
子供の有無 -.062 .031 .077 -.033 1.181
世帯年収 .183 * .185 * .157 + .210 * 1.484
最終学歴（大卒ダミー） -.100 -.025 -.049 -.070 1.194
勤続年数 -.160 -.197 + -.178 + -.173 2.175
職種（営業・販売ダミー） -.034 .062 .153 * .143 + 1.108
勤務地限定 -.010 .072 .070 .018 1.354
職務限定 .072 -.075 -.029 -.018 1.334
勤務時間限定 -.110 -.053 -.083 -.030 1.283
入区分経路（有期から転換ダミー） .047 .024 .076 .032 1.248
入区分経路（無限定から転換ダミー） .003 -.049 .021 .032 1.133
雇用形態希望 .049 -.010 .017 .018 1.131
職場規模 .059 .059 -.016 .089 1.087
手続き的公正 .007 .048 .030 .051 1.101
R
2 .110 ** .087 ** .129 ** .104 **
**
 p  < .01, 
*
 p  < .05, 
+
 p  < .10
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表 9-4 独立変数を相互作用的公正、従属変数をワーク・モチベーションとした重回帰分析
結果 
 
※ 雇用形態ダミーは、「無限定」ダミーがレファレンスとして使用されている 
 
５．７ 重回帰分析結果のまとめ（分析モデル全体の概観） 
第 3 章の図 1 に示した分析モデル全体に沿って、本研究の分析結果をまとめたものが図 4
である。各変数間で有意な因果関係が確認された経路のみ線を引いている（正の因果関係
は実線、負の因果関係は破線）。 
 
 
 
変数名 達成志向的M 学習志向的M 協力志向的M 競争志向的M VIF
性別 -.215 ** -.086 -.225 ** -.089 1.469
年齢 .086 .011 .131 -.034 2.206
子供の有無 -.068 .026 .072 -.038 1.181
世帯年収 .083 .090 .065 .110 1.534
最終学歴（大卒ダミー） -.065 .011 -.015 -.032 1.200
勤続年数 -.112 -.159 -.138 -.133 2.123
職種（営業・販売ダミー） -.060 .037 .128 + .116 + 1.112
勤務地限定 -.052 .033 .031 -.024 1.361
職務限定 .019 -.134 + -.083 -.080 1.332
勤務時間限定 -.088 -.029 -.062 -.005 1.285
入区分経路（有期から転換ダミー） -.007 -.032 .023 -.028 1.263
入区分経路（無限定から転換ダミー） .003 -.053 .019 .028 1.127
雇用形態希望 .009 -.050 -.021 -.024 1.142
職場規模 .034 .033 -.041 .062 1.091
相互作用的公正 .412 ** .413 ** .394 ** .437 ** 1.118
R
2 .262 ** .238 ** .267 ** .272 **
**
 p  < .01, 
*
 p  < .05, 
+
 p  < .10
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図 4 重回帰分析結果のまとめ 
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第６章 考察 
 本研究では、第 3 章の図 1 に示した分析モデルに基づき、限定正社員の基幹労働力化の
度合いと、雇用区分間の均衡に関わる人事管理施策が、彼（女）らの処遇の比較対象と公
正感を媒介してワーク・モチベーションに影響を与えるとの仮説を立てて、調査及び分析
を行った。得られた結果は以下のとおりである。 
 
研究 1（基幹度と人事管理施策が比較対象に与える影響）について、 
・量的基幹度（X1）は比較対象（Y1）に影響を与える。 
・質的基幹度（X2）は比較対象（Y1）に影響を与える可能性がある。 
・均衡度（X3①）は比較対象（Y1）に影響を与える。 
・転換可能性（X3②）は比較対象（Y1）に影響を与えない。 
・性別、最終学歴、勤務時間限定は比較対象に影響を与える。 
 
研究 2-1（比較対象、基幹度、及び人事管理施策が公正感に与える影響）について 
・比較対象（Y1）は公正感（Y2）に限定的な影響を与える 
・均衡度（X3①）は分配的公正（Y2①）に正の影響を与える。 
・転換可能性（X3②）は相互作用的公正（Y2③）に負の影響を与える。 
・量的基幹度（X1）は相互作用的公正（Y2③）に影響を与える。 
・世帯年収は公正感（分配的公正（Y2①）、相互作用的公正（Y2③））に正の影響を与える。 
・勤続年数は公正感（分配的公正（Y2①）、手続き的公正（Y2②））に負の影響を与える 
・雇用形態希望は分配的公正（Y2①）に正の影響を与える。 
・職務限定は相互作用的公正（Y2③）に正の影響を与える。 
 
研究 2-2（公正感がワーク・モチベーションに与える影響）について 
・分配的公正（Y2①）はワーク・モチベーション（Y3）に正の影響を与える。 
・手続き的公正（Y2②）はワーク・モチベーション（Y3）に影響を与えない。 
・相互作用的公正（Y2③）はワーク・モチベーション（Y3）に強い正の影響を与える。 
・性別はワーク・モチベーション（Y3）に影響を与える。 
 
上記の結果を踏まえ、分析モデル全体を概観すると、本研究が想定した経路、すなわち
限定正社員の基幹労働力化（X1 及び X2）と人事管理施策（X3）が比較対象（Y1）に影響
を与え、公正感（Y2）を通じてワーク・モチベーション（Y3）に影響を与えるという経路
が確認されたとは言えない。これは、限定正社員の基幹労働力化（X1 及び X2）と人事管
理施策（X3）が比較対象（Y1）に与える影響、また比較対象（Y1）が公正感（Y2）に与
える影響が限定的であったためである。しかし、公正感（Y2）とワーク・モチベーション
（Y3）の関係については、分配的公正と相互作用的公正がワーク・モチベーションに強い
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影響を与えることが確認された。以下では各分析で得られた結果について考察を行う。 
 
６．１ 研究 1（基幹度と人事管理施策が比較対象に与える影響）に関する考察 
 自身の処遇を比較する対象として誰を選ぶかという点について、Ambrose, Harland & 
Kulik（1991）は、自身と属性の近い人間や接触頻度の高い人間を比較対象に置きやすいと
している。本研究では、雇用形態という属性に着目したが、分析に用いた項目のうち、自
らの雇用形態（限定の有無）、質的基幹度、均衡度、転換可能性については、自身との属性
の近さに関わる項目であり、量的基幹度は接触頻度に関わる項目であると言える。 
 
（１）限定有無と比較対象について 
まず、限定の有無と比較対象との関係については、５．３節で示したとおり、自らが限
定正社員の場合は、限定正社員を比較対象とし、自らが無限定正社員の場合は無限定正社
員を比較対象とする傾向があることが明らかとなった。人は自身と属性の近い人間を比較
対象に置きやすいとの Ambrose, Harland & Kulik（1991）の主張に沿った結果と言える。 
 
（２）量的基幹度と比較対象について 
 量的基幹度については、量的基幹化が進んで職場に限定正社員が増えると接触頻度が高
まるため比較対象として限定正社員を選択すると予測した（仮説 1）。分析の結果、５．４
節で示したとおり、無限定正社員の量的基幹度が高いほど比較対象は無限定正社員となる
ことが明らかとなった。これも接触頻度の高い人間が比較対象とされやすいとの Ambrose, 
Harland & Kulik（1991）の主張に沿う結果である。 
 
（３）質的基幹度と比較対象について 
 質的基幹度が比較対象に与える影響については、質的基幹化が進んで無限定正社員と同
様の業務を行うようになると、無限定正社員との類似性が強まるため、無限定正社員を比
較対象とすると予測した（仮説 2）。分析結果は、５．４節で示したとおり、限定正社員の
質的基幹度と比較対象（無限定正社員）の因果関係について有意差が 10％水準であり、仮
説が支持されたとは言えないが、因果関係が示唆された。 
なぜ、質的基幹度は比較対象にあまり影響を与えないのか。質的基幹度が高まる（仕事
のレベルが高まる）ことが、雇用形態間の類似性の強まりとして従業員に認知されにくい
のかもしれない。また、表 4-1 に示したとおり、本研究のサンプルにおいて、限定正社員の
質的基幹度（仕事のレベル）の平均値は 3.174 であり、無限定正社員と同等程度（3.0）を
やや上回っている。このため、限定正社員の質的基幹度が高まることは、もともと無限定
正社員と比べて高い仕事レベルをさらに高めることを意味するのであって、無限定正社員
との類似性を強めることを意味していないという可能性もある。 
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（４）均衡度と比較対象について 
均衡度が比較対象に与える影響については、限定正社員と無限定正社員の処遇の均衡度
が高いと、無限定正社員との類似性が強まるため、比較対象として無限定正社員を選択す
る傾向が強まると予測した（仮説 3）。５．４節で示したとおり、分析結果は予測に反し、
限定正社員の均衡度が高いほど比較対象は無限定正社員ではなくなる結果となった。 
なぜ、均衡度が高いと比較対象が無限定正社員ではなくなるのか。均衡度が高い場合、
すなわち、賃金、昇進スピード、教育機会において限定正社員と無限定正社員との違いが
少ないという場合、その組織の人事制度は、多様な雇用形態にマッチしているという可能
性がある。本節（７）で述べるとおり、自身の雇用形態や基幹度に関わらず、比較対象と
して無限定正社員が選択されることが多いのは、無限定正社員が基幹社員として位置づけ
られ、人事制度も無限定正社員を主な対象者として作られてきたことが影響している可能
性がある。しかし、限定正社員と無限定正社員の賃金、昇進スピード、教育機会が同等で
あるような組織、すなわち多様な雇用形態にマッチした人事制度を有している組織では、
無限定正社員イコール基幹社員との図式が成立しないため、無限定正社員がデフォルトの
比較対象とはならないのかもしれない。 
 
（５）転換可能性と比較対象について 
限定正社員と無限定正社員の転換可能性については、転換可能性が高いと無限定正社員
になる可能性が高まるため、比較対象として無限定正社員を選択する傾向が強まると予測
した（仮説 4）が、５．４節で示したとおり、本研究では有意な結果は得られなかった。 
限定正社員と無限定正社員の転換可能性は比較対象に影響を与えない理由として、転換
可能性が高まることが、転換先の雇用形態を意識させる効果はさほど高くないことが考え
られる。余合（2014）は、非正規社員から正社員への転換制度が導入されているほど非正
規社員の公正感が下がる傾向があるとの結果を得て、転換制度の導入によって非正規社員
に正社員との比較という視点が導入されたことで公正感が低減した可能性を指摘している。
しかし、本研究において、転換可能性が比較対象に影響を与えることは確認されなかった。
非正規社員（有期雇用社員）から正社員（無期雇用社員）への転換と、ともに無期雇用で
ある限定正社員と無限定正社員の転換では比較対象に与える影響が異なることも想定され
る。 
 
（６）統制変数（性別、最終学歴、勤務時間限定）と比較対象について 
５．４節で示したとおり、統制変数のうち、性別、最終学歴、勤務時間限定の有無が比
較対象に有意な影響を与えていることが確認された。最終学歴については、大卒以上の場
合は有期雇用社員を比較対象に選ばない傾向が高かった。本研究のサンプルはいずれも無
期雇用社員であるが、なかでも大卒以上の学歴を有する者は自らが有期雇用となることは
あまり想定しないため比較対象として有期雇用を選択しないのかもしれない。 
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勤務時間の限定がある場合、自分の処遇を他者と比較する傾向が高く、比較対象として
有期雇用社員を選ぶ傾向が高かった。勤務時間限定は有期雇用のいわゆるパートタイム労
働者と属性が近く、また接触頻度も高い可能性があり、比較対象として有期雇用社員を選
択することが多いのかもしれない。ただし、厚生労働省のガイドラインでは、勤務時間限
定正社員制度の人事評価の目標設定における留意点として、フルタイム正社員と比べて仕
事量が少なくなる分に応じて「量」は減らすが、「質（難易度）」は変えないことが原則と
しており、このような運用が定着していくと勤務時間限定正社員の比較対象も変わってい
く可能性がある。 
性別については、男性は有期雇用社員を比較対象に選ぶ傾向にあり、女性は自分の処遇
を他者と比較しない傾向がある。男性は本調査の目的上、サンプルの約 7 割が限定正社員
であることから、処遇が比較しやすい有期雇用社員と比較している可能性がある。また、
女性もサンプルの 9 割が限定正社員であることに起因する可能性がある。 
 
（７）無限定正社員が比較対象とされることについて 
上述のとおり、本研究では、自身との属性の近さ（限定の有無、質的基幹度、均衡度、
転換可能性）や接触頻度（量的基幹度）が比較対象に影響を与えることが確認された。 
但し、表 5 で示したとおり、無限定正社員は 72％（「比較しない」を除けば 90％）が無
限定正社員を比較対象とした一方で、限定正社員で限定正社員を比較対象としたのはわず
か 24％にとどまり、無限定正社員を選択した者（38％）よりも少なかった。このことは、
雇用形態という属性は比較対象の選択に影響を与えるが、その影響は限定的であることを
示している。 
また、表 4-1 で示したとおり、本研究のサンプルにおいて、職場にいる無限定正社員、限
定正社員、有期雇用社員の割合（量的基幹度）の平均値は 27.6～33.2％でほぼ同程度であ
るにもかかわらず、比較対象として選択されるのは無限定正社員が 46.5％であり、限定正
社員（19.5％）、有期雇用社員（7.5％）と比べて極めて多い（表 5）。このことは接触頻度
が比較対象の選択に与える影響も限定的であることを示唆している。 
では、属性の近さや接触頻度の影響が限定的なものにとどまり、基本的な比較対象とし
て無限定正社員が選択されているのはなぜだろうか。一つの可能性として、職場における
雇用区分の位置づけが影響している可能性を指摘したい。今野（2012）は、日本の伝統型
人事管理では、無制約社員（無限定正社員）が基幹的な位置づけを与えられる一方、制約
社員（限定正社員、有期雇用社員）は補助的業務に就く周辺社員として位置づけられ、人
事管理の中核制度も無限定正社員を主な対象者として作られてきたと論じている。このよ
うな無限定正社員の位置づけが比較対象の選択に影響し、自身の処遇を判断する際の比較
対象として、属性の近さや接触頻度に関わらず、まずは職場内で標準的な位置づけを与え
られている無限定正社員を思い浮かべるという可能性は十分にあり得るものと考えられる。
言い換えると、企業は、無限定正社員を中心に人事管理が形成しており、且つ無限定正社
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員には（ポジションに応じて違いはあるものの）人事制度がフルスペックで適用されるこ
とから、自らの処遇がどの程度のものとして自社内で扱われているのかを測定する物差し
として無限定正社員を思い浮かべるのであろう。西本・今野(2003)が均衡度を正社員との相
対的な距離で補足しているのと共通する視点である。 
 
６．２ 研究 2-1（比較対象、基幹度、及び人事管理施策が公正感に与える影響）に関する
考察 
（１）比較対象と公正感について 
比較対象が公正感に与える影響について、限定正社員が無限定社員を比較対象とした場
合には公正感が低くなると予測した（仮説 5）。分析の結果、５．５節で示したとおり、無
限定正社員を比較対象とする場合については有意な結果が得られず、限定正社員を比較対
象とする場合に手続き的公正が低くなるとの結果が得られた、また限定正社員のみのサン
プルでは、有期雇用社員を比較対象とする場合に分配的公正が低くなる結果が現れた。い
ずれも想定とは異なる結果であった。 
限定正社員を比較対象とする場合に手続き的公正が低くなることについて、無限定正社
員と限定正社員の処遇決定の仕組みが異なり、自分とは異なる雇用形態の処遇決定の仕組
みはわかりにくいことが影響している可能性がある。表 5 に示したとおり、限定正社員を
比較対象としている者の 92.3％は限定正社員であった。彼（女）らにとって限定正社員の
処遇の決定の仕組みは自分自身のことであるのでよくわかる。このため、他の限定正社員
を比較対象とした場合に、自身との比較で不満を持ちやすいが、無限定正社員の処遇決定
の仕組みについては見えにくいので、そのような不満は生じにくいのかもしれない。なお、
処遇決定の仕組みがわかることはプラス方向にも作用しうるが、衡平理論によれば、自分
の貢献度と報酬の比率が高く比較対象となる他者と見比べて高過ぎるような場合には、自
分の貢献を高く評価したり、他者の貢献を低く見積もったりするなどの認知を変えること
で対処することが指摘されており、自身の処遇が他者と比較して低すぎることについては
不満を持つが、高すぎるとの認知は生じにくいことが考えられる。また、余合（2016a）が
指摘したように、各自が知覚する「自分の貢献度」と「報酬」は人によって異なる。この
ため、例えば、職務限定正社員の仕事が限定されていることについて、職務限定社員自身
は貢献として認識する一方で、他の限定正社員からは報酬と認識されているかもしれず、
このような限定に対する捉え方の違いが公正感を低めることにつながるのかもしれない。 
有期雇用社員を比較対象とする場合に分配的公正が低くなることについて、余合（2016b）
は、労働時間や勤務場所をいとわない働き方をすればするほど組織に対する貢献度が高い
と考えられる可能性があることを指摘している。本研究のサンプルである無期雇用社員（限
定正社員及び無限定正社員）は、有期雇用社員の働き方と自らの働き方を比較して、自身
が限定正社員であったとしても有期雇用社員よりは貢献度が高い働き方をしていると知覚
し、また、それに見合った報酬を得ていないと知覚している可能性が想定される。このこ
52 
 
とは、無期雇用社員が有期雇用社員に対して抱く複雑な感情を示唆する。無期雇用社員は、
有期雇用社員と自らを比較して、雇用が保証されているという安心感を抱く一方で、自ら
のしている仕事と処遇が見合わないとの不満も抱いている可能性がある。つまり、ある種
の優越感と処遇の納得感がトレードオフとして形成されているのである。さらに、2018 年
4 月から労働契約法による無期転換ルールが実際に適用され始めたことが、この複雑な感情
に影響を与える可能性がある。無期転換ルールにより、継続契約期間 5 年を超えた有期雇
用社員は、自身が希望すれば無期雇用社員に転換できることになった。この際、雇用期間
以外の労働条件は原則変更されない。このため、無期転換ルールによる転換が増えてくる
と、無期雇用社員が有期雇用社員を比較対象として形成される公正感は、さらに低まるこ
とになるかもしれない。 
 
（２）基幹度及び人事管理施策と公正感について 
人事管理施策のうち均衡度が公正感に与える影響について、限定正社員と無限定正社員
の均衡度が高まるほど限定正社員の公正感は高まると予測した（仮説 6）。５．５節で示し
たとおり、分析の結果、手続き的公正及び相互作用的公正においては確認されなかったが、
分配的公正において有意な因果関係が確認され、仮説が一部支持されたと言える。 
また、転換可能性については、限定正社員と無限定正社員の転換可能性が高くなるほど
公正感が高まると予測した（仮説 7）が、相互作用的公正において逆の結果が得られた。 
なお、３．２節において、均衡度・転換可能性が高いと公正感が高くなると予測される
（仮説 6 及び 7）一方で、均衡度・転換可能性が高いと比較対象が無限定正社員となり（仮
説 3 及び 4）、また比較対象が無限定正社員になると公正感が低くなる（仮説 5）との経路
を辿ることで全く逆の結論がありうることに言及した。分析の結果は、仮説 3、仮説 4、仮
説 5、仮説 7 のいずれも支持されず、仮説 6 のみ一部支持される結果となったため、双方の
経路ともに確認されなかった。 
 転換可能性が高まると相互作用的公正が低くなるとの結果について、余合（2014）は、
非正規社員の正社員への転換制度が導入されているほど、非正規社員の公正感が下がる傾
向があることを見出し、転換制度が非正規社員の処遇の比較対象の選択に影響し、非正規
社員が正社員を比較対象とするようになったことによって公正感が低減した可能性を指摘
している。しかし、本研究においては、転換可能性が比較対象に与える影響は確認できな
かった。 
転換可能性が比較対象を経由せずに相互作用的公正に負の影響を与えるのであれば、そ
のメカニズムはどのようになっているのであろうか。一つの可能性として、転換可能性が
高いことは転換に際して行われる評価・選抜が緩いことを意味するため、評価を行う上司
への信頼を損なうということが考えられる。誰でも希望すれば転換できるような場合には、
上司の評価に対する正確性について信頼できなかったり、（手間をかけずとも正社員に転換
できるのであれば）上司のサポートの程度も低下する可能性があり、その結果、上司が自
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分をサポートしてくれるとの知覚が低下するのかもしれない。 
なお、本研究の分析モデルでは直接の経路を想定しなかったため仮説は設定しなかった
が、基幹度と公正感の因果関係についても確認した結果、無限定正社員の量的基幹度が高
いほど相互作用的公正が高くなるとの結果が得られた。この傾向は、限定正社員のみのサ
ンプルにおいてより強く表れている。無限定正社員の割合が高い職場では、限定正社員は
労働時間や勤務場所をいとわない無限定正社員と比較して自らの貢献度を低く感じている
のかもしれない。そのような職場では、上司の信頼を自らの公正感の拠り所としている可
能性がある。 
 
（３） 統制変数（世帯年収、勤続年数、雇用形態希望、職務限定）と公正感について 
比較対象を独立変数とした分析と、基幹度及び人事管理施策を独立変数とした分析の双
方において、統制変数のうち、世帯年収、勤続年数、雇用形態希望、職務限定の 4 項目が
公正感に影響を与えた。 
世帯年収については、高いほど公正感を高める結果となった（比較対象を独立変数とし
た場合には分配的公正と相互作用的公正で有意、基幹度及び人事管理施策を独立変数とし
た分析では分配的公正で有意）。また、雇用形態希望については、自らがその雇用形態を希
望している度合いが強いほど分配的公正が高くなることが確認された。自らの置かれた境
遇に満足している場合には公正感が高まるという可能性が考えられる。 
勤続年数については、全サンプルでは勤続年数が長いほど手続き的公正が低くなるとの
結果が得られた。勤続年数が長くなると評価制度の変更を経験したり、例外的扱いを見聞
きしたりすることが多くなり、人事制度への信頼感が薄れるのかもしれない。また、限定
正社員のみのサンプルでは勤続年数が長いほど分配的公正が低くなるとの結果が得られた。
均衡度が統制されているため、限定正社員と無限定正社員の賃金、昇進スピード、教育機
会が同等であるにも関わらず、限定正社員の場合には勤続年数が高まるほど処遇への不満
が生じやすいとの結果である。職場における限定正社員と無限定正社員の均衡度に対する
認識と、自分自身の処遇に対する認識は異なるのかもしれない。 
職務限定については、職務限定がある場合に相互作用的公正が高くなるとの結果が得ら
れた。職務が限定されている場合には業務に習熟することで上司から業務を任されたり、
信頼を得やすいため、上司の信頼を感じやすいのかもしれない。 
 
６．３ 研究 2-2（公正感がワーク・モチベーションに与える影響）に関する考察 
公正感がワーク・モチベーションに与える影響については、公正感が高まることでワー
ク・モチベーションが高まると予測した（仮説 8）。分析の結果、手続き的公正では有意な
結果は得られなかったが、分配的公正及び相互作用的公正がワーク・モチベーションに影
響を与えることが確認された。公正感の 3 因子を投入した場合には相互作用的公正のみが
有意な結果となり、相互作用的公正はワーク・モチベーションに極めて強い影響を与える
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ことが明らかとなった。また、統制変数のうち性別がワーク・モチベーションに影響を与
え、女性の場合には達成志向的モチベーション及び協力志向的モチベーションが高くなる
ことが明らかとなった。 
 なぜ、相互作用的公正が分配的公正よりも強くワーク・モチベーションに影響を与え、
手続き的公正はワーク・モチベーションに影響を与えないのか。ワーク・モチベーション
が「目標に向けて行動を方向づけ、活性化し、そして維持する心理的プロセス」であるこ
とからすれば、分配的公正、手続き的公正、相互作用的公正の 3 つのうち、上司との信頼
関係を通じて得られる相互作用的公正が、最も情緒的であり心理的要素が強いと言えるた
め、ワーク・モチベーションに最も強く作用することは自然なことのように思われる。ま
た、上司との信頼関係を通じて得られる相互作用的公正が、分配的公正の知覚を形成する
という可能性も想定される。 
手続き的公正が影響を与えないことについて、手続き的公正はハーズバーグの二要因理
論における衛生要因として機能している可能性がある。つまり、手続き的公正が満たされ
ない場合には不満が高まるが、満たされたからといってモチベーションが上がるわけでは
なく、このため有意な因果関係が出にくいのかもしれない。 
 なお、仮にこの結果が本研究のサンプルの特異性によるものであるとすれば、「無限定正
社員、限定正社員、有期雇用の 3 区分の全タイプが揃っている職場に現在就業中」という
抽出条件が影響している可能性もある。つまり、多様な雇用形態の従業員がいる職場では、
自らの貢献度と報酬の比率を他者のそれと比較することは難しいため分配的公正を感じに
くい。また処遇の決め方も雇用形態によって異なるとすれば手続き的公正も感じにくい。
したがって、多様な雇用形態の従業員がいる職場は、上司との信頼関係に依拠する相互作
用的公正が自らの公正感に最も影響を与えるような環境となっている可能性がある。 
 また、女性は達成志向的モチベーション及び協力志向的モチベーションが高い結果とな
った。このことについて、根拠のない性差の議論に堕することを避けるため本稿では論じ
ることを控えたいが、先ほども述べたようにサンプルのリサーチデザインの関係で回答者
の大半が限定正社員であることが影響している可能性がある。 
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第７章 終わりに 
７．１ 理論的意義と実践的示唆 
（１）理論的意義 
本研究では、非正規社員を対象としたこれまでの研究蓄積に基づき、その分析枠組みを
用いて、限定正社員を対象として、基幹労働力化の度合いと、雇用区分間の均衡に関わる
人事管理施策が、彼（女）らのワーク・モチベーションにどのような影響を与えるのかに
ついて検討を行った。調査・分析結果を踏まえ、本研究が既存研究に果たした理論的貢献
は、以下の三点と言える。 
第一の貢献は、限定正社員を対象として、人事施策が個人の公正感を高め個人のパフォ
ーマンスを高めるという一連の因果プロセスを確認したことである。基幹労働力化の度合
い（量的基幹度と質的基幹度）と雇用形態間の均等にかかわる人事管理施策（均衡度と転
換制度）が賃金満足度に与える影響について、有期雇用社員（パートタイム労働者）では
島貫（2007）が確認したが、現在注目を集めている限定正社員については同様の検討はな
されてこなかった。本研究の結果、限定正社員の基幹労働力化について、量的基幹度が公
正感に影響を与えることが明らかとなり、また、人事管理施策について、均衡度が分配的
公正に正の影響を与える一方で、転換可能性が相互作用的公正に負の影響を与えることが
明らかとなった。こうした結果は、有期雇用社員と無期雇用社員の間の均衡処遇をテーマ
にした研究蓄積が限定正社員と無限定正社員の関係でも活用しうるものの、そのまま当て
はまるわけではないことを示しており、日本社会において限定正社員という雇用区分が注
目され広がりつつある中で、今後の研究の進展にささやかな貢献を果たしたと言えよう。 
 第二の貢献は、先行研究において、公正感に影響を与えるとされてきた比較対象（自ら
の処遇を誰と比較するのか）を分析モデルに取り入れ、直接確認したことである。結果と
して、量的基幹度と均衡度は比較対象に影響を与えるが、質的基幹度と転換可能性は比較
対象には影響を与えないこと、比較対象が公正感に影響を与えることが確認された。また、
これらの影響は、均衡度が高まると比較対象が限定正社員となる、比較対象が限定正社員
や有期雇用社員となると公正性が低くなるといった、先行研究から予測したものとは異な
るものであった。これらの結果について推測の域は出ないまでも解釈を試みており、今後
の研究によって解明されることを期待したい。さらに、基幹労働力化の度合いや人事管理
施策に関わらず、比較対象として選択されるのは主に無限定正社員であることも、日本に
おける今後の組織公正研究において一つのベースとなりうる知見ではないだろうか。 
 第三の貢献は、公正感がワーク・モチベーションに与える影響を確認し、分配的公正及
び相互作用的公正、特に後者がワーク・モチベーションに強い影響を与えることを確認し
た点である。公正感が処遇の満足感や組織コミットメントなどと正の関係を持ち、組織に
プラスの影響を与えることは先行研究で指摘されてきたが、ワーク・モチベーションとの
関係を確認した研究は見られなかった。本研究において、公正感がワーク・モチベーショ
ンに強い影響を与えることが確認されたことは、組織公正研究への一つの貢献と言える。 
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（２）実践的示唆 
本研究が提示する実践的示唆として、以下の三点を挙げたい。 
第一に、ワーク・モチベーションに対して相互作用的公正が強い正の影響を与えること
である。職場内における雇用形態の多様化が進む日本の組織において、雇用形態ごとの処
遇の設計は人事実務者の直面する難問であり、各組織において試行錯誤が繰り返されてい
る。このような中で、相互作用的公正は分配的公正の効果を吸収するほどの強さでワーク・
モチベーションに影響を与えるとの本研究の結果は、処遇の設計にも増して、組織のエー
ジェントたる現場管理職者のチームマネジメントが重要であることを示している。管理職
向けのチームマネジメントや対人スキル向上のための研修や、人事制度運用に関する人事
部門のサポートなどを強化する必要性を示唆する知見と言える。 
第二に、限定正社員と無限定正社員の転換可能性を高めることが相互作用的公正にマイ
ナスに働くということである。先行研究の知見では有期雇用から無期雇用への転換可能性
を高めることが有期雇用社員のモチベーションを高めることが指摘されてきた。しかし、
少なくとも限定正社員と無限定正社員において転換可能性を高めることは、相互作用的公
正にマイナスに働く。このことについて本稿では、転換にあたって評価・選別が厳格にな
されないことが評価者たる上司への信頼を損ねる可能性があると解釈した。衡平理論から
も、貢献度に関わらず転換という報酬が与えられる環境は公正感を低めると言える。労働
契約法（2012 年改正）により、5 年を超えて有期労働契約を繰り返した場合、労働者は無
期労働契約に転換できることとなったが、このようなオートマティックな転換は公正感を
低める恐れがある。例えば、法定の転換においては契約期間以外の労働条件を変更せずに、
その後の貢献度等に応じて、それなりの評価・選別のプロセスを経て、異なる雇用区分に
ステップアップするような雇用区分の設計もありうるのかもしれない。 
 第三に、均衡度が比較対象に影響を与え、また分配的公正にもプラスの影響を与えるこ
とである。日本の組織において、職場内の雇用形態の多様化は今後とも進行していくと考
えられる。その際、雇用区分間の均衡度を高めることが公正感を高めることにつながると
の知見は重要であると考える。 
 
７．２ 本研究の限界と今後の課題 
本研究の限界として以下の三点が指摘されるべきであろう。 
第一は、サンプル数の少なさである。本研究では、インターネット調査会社に委託して
調査を行ったが、予算上の限界からサンプル数を 200 に絞らざるを得なかった。また、研
究の主な関心は限定正社員であったが、統制群として無限定正社員を 50 サンプルとり、限
定正社員のサンプル数を 150 とした。限定項目は、勤務地限定、職務限定、勤務時間限定
の 3 種及びその組み合わせがあるため、無限定も含めた雇用形態の属性は全 8 区分あり、
先行研究においても限定正社員の多様性が指摘されているものの、各区分ごとに分析を行
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うにはサンプル数が不足するため、分析は全サンプルと限定正社員のみの二通りに限定せ
ざるを得なかった。さらに、質問項目のうち転換可能性については、7 つの選択肢のうち、
「6. その他」（回答数 6）、「7.わからない」（回答数 35）の計 41 を欠損値とせざるを得ず、
サンプル数の少なさに加えて、質問項目の設計に配慮が不足していた部分もあったと言え
る。 
第二は、サンプルの偏りである。サンプルの抽出条件を、①事業所の拠点が複数存在す
ることにより転居を伴う転勤の可能性があること、②無限定正社員、限定正社員、有期雇
用の 3区分の全タイプが揃っている職場に現在就業中の無限定正社員もしくは限定正社員、
③現在の会社における勤務年数 3 年以上、④年齢 60 歳未満の者としたが、回答者の属性を
見ると、結果としてサンプルが偏ってしまったと言わざるを得ない。特に、性別（男性 77.0％、
女性 23.0％）、年齢（40 歳以上が 61.5％）、最終学歴（大卒以上が 73％）、世帯年収（800
万円以上が 50.5％）、勤続年数（20 年以上が 40.5％）といったサンプル全体の属性は、無
期雇用社員の平均的な姿から偏りがあると考えられる。また、勤務地・職務・勤務時間の
全てが限定されている層が限定正社員の中で 31.3％に上り最大グループとなったこと、さ
らにはそのうち 27.7％が部長級であったことも、現在の限定正社員を代表するサンプルと
は言い難いであろう。 
第三は、手続き的公正の測定尺度の適切性である。余合・平野（2017）の測定尺度を用
いたが、本研究の因子分析では、手続き的公正に関する質問 6 項目のうち 3 項目が分配的
公正に関する質問項目と合わせて 1 因子として抽出され、残り 3 項目が別の 1 因子として
抽出された。このため、前者を分配的公正、後者を手続き的公正として扱ったが、それぞ
れの概念を必ずしも正しく反映していないとの指摘を免れ得ないであろう。 
今後の課題としては、上記の限界を踏まえ、より大規模なサンプルで類似の研究を行う
ことによって本研究の結果を検証していく必要があると考える。また、本研究で見出され
た相互作用的公正の重要さを踏まえ、相互作用的公正の規定因に関する研究が進展するこ
とも期待したい。 
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付録 観測変数の質問項目及び選択肢 
 
F1．あなたの性別をお選びください。（１つ選択） 
男性/女性 
F2-1．あなたの年齢をお選びください。（１つ選択） 
15 歳未満/15 歳～19 歳/20 歳～24 歳/25 歳～29 歳/30 歳～34 歳/35 歳～39 歳/40 歳～44
歳/45 歳～49 歳/50 歳～54 歳/55 歳～59 歳/60 歳以上 
F3-2．あなたは、お子さまがいらっしゃいますか。（１つ選択） 
子どもなし/子どもあり 
F5．あなたの世帯年収をお選びください。（１つ選択） 
200 万未満/200～400 万未満/400～600 万未満/600～800 万未満/800～1,000 万未満
/1,000～1,200 万未満/1,200～1,500 万未満/1,500～2,000 万未満/2,000 万円以上/わから
ない・答えたくない 
F7．あなたの最終学歴をお答えください。（１つ選択） 
中学/高校/専修学校・各種学校/高専・短大/大学/大学院/その他 
SC1．今お勤めの会社での勤続年数を教えてください。（１つ選択） 
3 年未満/3 年～5 年未満/5 年～10 年未満/10 年～15 年未満/15 年～20 年未満/20 年以上 
SC2．今お勤めの会社の業種を教えてください。最も近いと思われるものを 1 つ選択してく
ださい。（１つ選択） 
製造業/建設業/運輸業/情報通信業/金融・保険業/卸売・小売業/不動産業/医療・福祉/飲食・
宿泊業/教育・学習支援業/電気・ガス・熱供給・水道業/サービス業/官公庁・自治体・公
共団体/その他 
SC3．あなたの現在の役職について、最も近いと思われるものを選択してください。（１つ
選択） 
役員/部長級/課長級/係長・主任級/役職はない 
SC4．あなたの現在の職種について、あてはまるものを 1 つ選択してください。（１つ選択） 
営業・販売/管理・企画・事務/製造/研究開発・技術/その他 
SC8．あなたは現在の雇用において、勤務地、職務（仕事内容）、勤務時間などの範囲が限
定されていますか。複数の限定区分に当てはまる場合は、複数選択してください。（複数選
択可） 
勤務地が限定されている（例：転勤が一切ない、転勤エリアが限定されているなど）/職
務が限定されている（例：仕事の内容や範囲が限定されているなど）/勤務時間が限定さ
れている（例：労働時間や日数が短いなど（育児・介護による一時的なものを除く））/
その他に限定されていることがある/とくに限定されていることはない/わからない 
SC9．あなたは現在のお勤めの会社で現在の雇用形態になられる以前には、どのような雇用
形態でしたか。（１つ選択） 
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現在の会社で雇用形態は変わっていない（新卒入社）/現在の会社で雇用形態は変わって
いない（中途入社）/現在の会社で有期雇用社員から転換した/現在の会社で限定のある正
社員（限定正社員）から転換した/現在の会社で限定のない正社員（無限定正社員）から
転換した/その他/わからない 
SC11．現在の雇用形態で働くことについて、それを自らどの程度希望されていましたか。
最も該当するものを 1 つ選択してください。（１つ選択） 
強く希望していた（あるいは、これ以外の雇用形態は念頭になかった）・ある程度希望し
ていた/どちらとも言えない/それほど希望していなかった/ほとんど希望していなかった 
SC12．あなたがお勤めの職場（同じ事務所、部門など、あなたが職場として認識している
単位）の従業員規模をお答えください。（１つ選択）※正確な人数がわからない場合、最も
近いと思われるものを選択してください。 
5 人未満/5 人以上 10 人未満/10 人以上 20 人未満/20 人以上 30 人未満/30 人以上 50 人未
満/50 人以上 100 人未満/100 人以上 
Q1．あなたがお勤めの職場（同じ事務所、部門など、あなたが職場として認識している単
位）の従業員の割合はどれくらいでしょうか。（数値記入） 
Q1-1．有期雇用の社員 
Q1-2．無期雇用で勤務地・職務・勤務時間などの限定のある社員（限定正社員） 
Q1-3．無期雇用で勤務地・職務・勤務時間などの限定のない社員（無限定正社員） 
Q1-4．その他（派遣社員、請負社員など） 
Q2．限定正社員と無限定正社員の間の転換制度は、あなたの会社ではどのような位置づけ
でしょうか。最も該当するものを 1 つ選択してください。（１つ選択） 
希望をすれば全員転換できる/選抜試験や面接に通過した者が転換でき、比較的容易に転
換できる/選抜試験や面接に通過した者が転換できるが、転換は容易ではない/例外的な措
置でありほとんど転換するものはいない/限定正社員と無限定正社員の間を転換できる
ルートはない（または転換制度はない）/その他/わからない 
※以下、Q3-1～Q3-4 の選択肢：高い/やや高い/同等程度/やや低い/低い/わからない 
Q3-1．あなたの会社では、勤務地・職務・時間などの限定のある正社員（限定正社員）が
担当する仕事レベルは、限定のない正社員（無限定正社員）と比較して、どの程度でしょ
うか。（１つ選択） 
Q3-2．あなたの会社では、勤務地・職務・時間などの限定のある正社員（限定正社員）の
賃金は、限定のない正社員（無限定正社員）と比較して、どの程度でしょうか。（１つ選択） 
Q3-3．あなたの会社では、勤務地・職務・時間などの限定のある正社員（限定正社員）の
昇進・昇格の早さや上限は、限定のない正社員（無限定正社員）と比較して、どの程度で
しょうか。（１つ選択） 
Q3-4．あなたの会社では、勤務地・職務・時間などの限定のある正社員（限定正社員）に
与えられる教育機会は、限定のない正社員（限定正社員）と比較して、どの程度でしょう
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か。（１つ選択） 
Q4．あなたが、自分の処遇がよいか悪いかを判断するとき、比較する対象は何ですか。最
もあてはまるものを 1 つ選択してください。（１つ選択） 
同じ会社で働く限定正社員/同じ会社で働く無限定正社員/同じ会社で働く有期雇用の社
員/他社で働く限定正社員/他社で働く無限定正社員/他社で働く有期雇用の社員/その他/
比較対象はない・比較しない 
※以下、Q5～Q12 の選択肢：そう思わない/あまりそう思わない/どちらともいえない/やや
そう思う/そう思う 
Q5．以下について、あなたのお気持ちに近いものをお選びください。（それぞれ１つずつ選
択） 
Q5-1．私の仕事の成果と処遇はつり合いがとれている 
Q5-2．私の給与や待遇は、同業他社と比較して納得できる水準にある 
Q5-3．私の給与や待遇は、仕事に対する努力に見合ったものである 
Q6．以下について、あなたのお気持ちに近いものをお選びください。（それぞれ１つずつ選
択） 
Q6-1．私の給与は、同僚と比べて遜色ない水準である 
Q6-2．給与や処遇に関して、同僚間にそれほど大きな差はない 
Q6-3．私の現在の処遇は、平等なものである 
Q6-4．私の処遇は、私の年齢や地位にふさわしいものである 
Q6-5．私は、生活をする上で十分な給与を貰っている 
Q6-6．私の給与や待遇は、個人の事情に十分配慮したものになっている 
Q7．以下について、あなたのお気持ちに近いものをお選びください。（それぞれ１つずつ選
択） 
Q7-1．処遇（評価・配置・給与等）の決定方法は、きちんと公開されている 
Q7-2．処遇の決定に不満があっても、それを口に出しにくい雰囲気がある 
Q7-3．処遇の仕組みは、特定の従業員をひいきしたものである 
Q7-4．処遇の決定ルールは変更されることが多く、一貫性がない 
Q7-5．処遇の決定は、現場の従業員の声を十分に反映したものになっている 
Q7-6．処遇は十分にチェックされたうえで決定されている 
Q8．以下について、あなたのお気持ちに近いものをお選びください。（それぞれ１つずつ選
択） 
Q8-1．上司は、私のことを信頼してくれている 
Q8-2．上司は、私のことを親身になって考えてくれている 
Q8-3．上司は、私に敬意を払って接してくれている 
Q8-4．上司は、私と十分にコミュニケーションをとっている 
Q8-5．上司は、仕事に必要な情報をタイムリーに提供してくれる 
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Q8-6．上司は、仕事の進め方について、きちんと説明してくれる 
Q9．以下について、あなたのお気持ちに近いものをお選びください。（それぞれ１つずつ選
択） 
Q9-1．私は、自分の職務を完了させるまで粘り強く取り組んでいる 
Q9-2．私は、自分に与えられた職務を完了することに大きな意義を感じて、職務に従事し 
Q9-3．私は、自分の職務を全うするまで、決して諦めることはなく取り組んでいる 
Q9-4．私は、自分の職務を全うするまで、決して気を抜かずに仕事に取り組み続けている 
Q9-5．私は、自分の職務を果たすことが、同僚や職場、組織にどのように貢献するかを理
解している 
Q9-6．私は、仕事を達成するために業務の優先順位を自分なりに掲げている 
Q9-7．私は、少しでも多くの職務を果たしたいという願望を持って挑戦している 
Q9-8．私は、職務を全うするために、ひたむきな気持ちで取り組んでいる 
Q9-9．私は、自分の職務をこれまでよりもさらに効率的に行う方法を考えている 
Q10．以下について、あなたのお気持ちに近いものをお選びください。（それぞれ１つずつ
選択） 
Q10-1．私は、どうすれば今以上に自分を成長させることができるかを考えている 
Q10-2．私は、今以上に高度な知識や技能を習得すべきと考え、仕事に取り組んでいる 
Q10-3．私は、今以上に成長することにエネルギーを注いでいる 
Q10-4．私は、仕事でうまくいかないときにも、学ぶ姿勢を持ち続けている 
Q10-5．私は、仕事で新しい知識や技能を身につけることが大好きだ 
Q10-6．私は、仕事で優れた成果を挙げるために、今以上に成長しようと努力し続けている 
Q10-7．私は、知識やスキル、能力をなぜ伸ばす必要があるかを理解している 
Q10-8．私は、自分の仕事を通して継続的に学習している 
Q10-9．私は、難しいことを行わなければならない時には、全力で取り組んでいる 
Q11．以下について、あなたのお気持ちに近いものをお選びください。（それぞれ１つずつ
選択） 
Q11-1．私は、継続して皆と仲良くしようとしている 
Q11-2．私は、職場の同僚とよい関係を築くための取り組みを継続的に行っている 
Q11-3．私は、同僚や上司と協力的に関わることができるよう、非常に気を配っている 
Q11-4．私は、同僚や上司と今以上に互いに協力し合えるように継続的に取り組んでいる 
Q11-5．私は、同僚と良い関係を築く見通しがつくと、ワクワクした気持ちになる 
Q11-6．私は、どうすれば同僚や上司とこれまで以上に質の高い協力ができるかについて考
えている 
Q11-7．私は、この職場(チーム)の一員になりたいという願望を持って仕事に取り組んでい
る 
Q11-8．私は、職場のなかでなぜ同僚と協力する必要があるか自覚して、仕事に取り組んで
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いる 
Q11-9．私は、同僚や上司と協力して仕事を行うことで、どのような結果が生まれるかを理
解している 
Q12．以下について、あなたのお気持ちに近いものをお選びください。（それぞれ１つずつ
選択） 
Q12-1．同僚よりも優れた成果(業績、評価)をあげることは、今の私にとって大きな喜びで
ある 
Q12-2．私は、同僚よりも優れた成果(業績、評価)を得るまで、決して諦めずに職務に取り
組み続けている 
Q12-3．私は、同僚に負けないために、一所懸命仕事をしている 
Q12-4．私は、現在の仕事で同僚に負けたくないと思っている 
Q12-5．私は、どうすれば同僚以上に成果(業績や評価)を挙げることができるかを理解して
いる 
Q12-6．私は、職場で最も優れた従業員になるまで、決して諦めることなく取り組み続けて
いる 
Q12-7．私は、同僚よりも優れた成果を挙げることが職場にどのように貢献するかを理解し
ている 
Q12-8．私は、現在の職場で最も優れた従業員になるために、勤務時間以外でも継続的に努
力している 
Q12-9．私にとって、現在の職場で優れた存在になることは重要である 
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